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Ⅰ はじめに
2011年3月の福島原発事故は，一般人の立ち入
りを禁じた労働衛生安全法の「放射線管理区域」の基
準1300μSv/3ヶ月=5.2mSv/y=0.602μSv/hを越
える放射能汚染を，福島県だけでなく千葉県柏市な
ど北関東地方にまでもたらした（例えば，ガンダー
セン，2012）。各種世論調査では，約7割の人々が
脱原発を求めている（椚座・清河，2012）。首相官
邸前の毎週金曜日夜の自発的デモは，大飯原発再稼
働前は数万人規模に達し，現在も毎週続いている。
一方，2012年12月の衆議院議員総選挙（以降，
衆議院選挙と表記）では，原発を推進してきた自民
党が多数をしめた。その結果を受けて，電気事業連
合会の八木誠会長（関西電力社長）は2030年代の
原発ゼロ目標を掲げた野田政権のエネルギー環境戦
略の見直しを求めた（東京新聞，2012.12.17）。ま
た 敦賀市の河瀬一治市長も「安全性が確認された
原発は，速やかに再稼働してほしい」と期待を述べ
ている（東京新聞，2012.12.17）。
国内の再稼働が進まないなか，政府は原発輸出に
熱心である。2012年の自民党総裁選で「代替エネ
ルギーを確実にし，原発依存度を減らしていく」と
した安倍首相は，トルコに原発を売り込むにあたり
「事故の教訓を世界と共有する」「原子力安全への貢
献は日本の責務」と言うまでになった（東京新聞，
2013.5.11）。
さらに，2013年の参議院選に向けた自民党の公
約は，原発再稼働について「全ての原発で3年以
内の結論を目指す」とした上で，原子力規制委員会
が安全と判断した原発に関しては「地元の理解を得
つつ，国が責任を持って再稼働を行う」（時事通信，
2013.5.16）とするまでに変化した。
市民社会も，メディア報道によれば「原発再稼働」
を容認するようになってきている。脱原発をめぐる
報道は減り，福島は元気になっているという報道が
増えると，東京を中心とした多くの日本人は，まる
で原発事故がなかったかのように振る舞う。2013
年1月にNHKが行った世論調査では，安倍総理大
臣が，「2030年代に原発の稼働ゼロを目指す」とし
た民主党政権のエネルギー政策を見直す考えを示し
たことについて，「賛成」が43％，「どちらともい
えない」が30％になっている。
このような反応は，長年の原発推進政策，すなわ
ち政府や電力会社の広報活動の結果がもたらしたも
のである。長年続いたため，いわゆる原子力ムラの
人々も，自分たちが唱えていた原発安全神話を信じ
てしまい，福島原発事故を理解できないまでになっ
ている（椚座・清河，2012）。したがって，政財官
界もいまだに原発安全神話，放射線安全神話を信じ
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ており，福島原発事故の真相は不明なのに（例えば，
東京電力福島原子力発電所事故調査委員会，いわゆ
る国会事故調，2012），地震国トルコに原発を輸出
しようとしている。
このような長年の原発に関する広報活動が，原発
問題をタブー視する，思考停止社会を生み出した
（椚座・田上，2011）。椚座・田上は，原発事故前
の大学生に対するアンケート調査から，学生は，長
年政府，電力会社そして学校教育が唱えてきた「地
球温暖化人為説，ゆえにクリーンな原発」という意
見を述べる一方，高エネルギー放射性廃棄物の危険
性や処理法が決まっていないことを指摘するという
自己矛盾に気づかないことを見いだした。すなわち，
よく聞かれる質問には無難な答えをするという日本
社会の特性が出ており，地球温暖化人為説という広
報活動が成功したものと考えた。
椚座・清河（2012）は，原発事故後のアンケー
ト調査で，福島原発事故は大学生の「地球温暖化人
為説による原発推進論」を変えなかったことを明ら
かにした。世論調査との比較検討によって，「ただ
ちに原発停止4割，将来脱原発7割」という世論
調査結果は，原発事故は遠くで起きるものであり，
20年後の原発停止は明日の電気を止めるものでは
ないとする当事者性の乏しい立場からものであると
論じた。実際は東京や千葉でも「放射線管理区域」
程度に放射能汚染されており，太平洋ベルト地帯は
南海トラフ地震によって浜岡原発，伊方原発や川内
原発の原発震災（石橋，1997）に見舞われる可能
性が高い。政府や電力会社の意を受けた歪んだメディ
ア報道によって，当事者であることに気づいていな
い。
今回の研究は，原発事故から1年を経て，原発
に関する世論はどのように変化したかを，大学生に
対するアンケート調査と2012年衆議院選挙結果か
ら比較検討したものである。
特に2012年は，4月から文科省が作成した「放
射線等に関する副読本」が使われること，および原
発のあり方が問われる衆議院選挙が近づいており
（突然の解散で，2012年12月16日に実施された），
政財界およびその意向を受けたメディアによる広報
が盛んになるなど原子力への関心が高まることが予
想された。大学生の原発に関する意識あるいは建前
は，福島原発事故があっても変わっていないが（椚
座・田上，2011；椚座・清河，2012），メディア
報道との相乗効果が起きる可能性があった。
本研究のもう1つの論点は，福島原発事故は，
学校教育界にどのような影響を与えたかにある。
「放射線等に関する副読本」と，平成20年の学習指
導要領改訂で中学校理科に登場した原子力利用に関
係して，放射線安全神話と原発推進を説く教育行政
側と子供たちの安全を考える一部の教員側の対立が
生まれた（林，2011）。一方，教員には，日本の科
学技術の成果として，原発を理科教育で積極的に扱
うべきだとする者もいる（例えば，理科の教育編集
委員会，2012）。
むしろ問題は，中立公平を盾に沈黙する，問題を
先送りにする教員や学校が多いことであろう。ある
いは中立とは，教員は原発のメリットとデメリット
を提示し，児童生徒が話し合って決めることである
と考える教員や大学生が多い。容易に入手できるメ
リットとデメリット論は，原発推進側が用意したも
のが多く，そもそもバイアスがかかっている。この
ことに無警戒で，中立公平にやっているとすること
は，将来の日本社会への影響が大きい。
Ⅱ 情報操作された市民社会
ここでは，原発関連広報について総括する。学生
アンケート作成や衆議院議員選挙の公約の分析など
の基礎となる。
1 なぜ3.11後も原発推進なのか
（1）国策としての核武装能力の保持
原発推進，原発再稼働が国策とされることの根拠
は，1969年に作られた外務省の「わが国の外交政
策大綱」において，「核兵器保有の経済的・技術的
ポテンシャルを保持するとともに，これに対する掣
肘をうけないように配慮する」とされていることに
もとづく。この大綱は，非核三原則でノーベル平和
賞を受賞した佐藤栄作首相が，1965年1月の首相
就任直後の訪米で，1964年の中国の核実験につい
ての意見を求めたラスク国務長官に，日本の核武装
の必要性を語り，帰国後，内閣，外務省，防衛庁な
どで核軍備の研究を行わせたものの1つである。
そもそも日本の原発は，アメリカが日本をソ連や
中国に対する反共のための防波堤にするために（孫
崎，2012），後の総理大臣中曽根康弘たちが核軍備
を考えていたことを知りつつ，敵国であった日本を
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アメリカ側に引き込むための方策として提供された
（有馬，2008；開沼，2011）。戦犯からCIAのス
タッフになり1957年 1月に首相となった岸信介
（有馬，2008）は，訪米前の5月の参院内閣委員会
で，核兵器の保有が戦後の平和憲法に触れるのかと
質問され，「自衛力の本来の本質に反せない性格を
持っているものならば，原子力を用いましても私は
差しつかえないのじゃないか，かように考えており
ます」と自衛核武装合憲論を述べている（中日新聞，
2013.3.26）。
（2）法改正で核軍備能力の保持が前面に
2012年6月の民主党，自民党，公明党の三党合
意による消費税増税案と共に，唐突に原子力基本法・
宇宙航空研究開発機構法の改正が提案され，審議も
なしに国会で可決された。改正は，法の目的に「安
全保障に資する」を加えることである。すなわち核
ミサイル開発を可能にする根拠法となる。原子力保
安院に代わって作られる原子力規制委員会設置法の
目的にも同じ文言が入っている（小出，2012）。こ
れらのことを国内のメディアはほとんど報じなかっ
たが，韓国のメディアから非難された。
そもそも1952年に成立した原子力基本法は，法
案説明をした後の首相中曽根康弘が「原子兵器を理
解し，これを使用する能力を持つため」と発言して
いるように（藤田，2007），原爆開発を意識したも
のであった。原子力基本法と共に設置された科学技
術庁（文部科学省の前身の1つ）は，1952年に吉
田首相が再軍備兵器生産に備えて具体案を作成する
ように指令した組織であり（槌田ほか，2007），放
射線医学総合研究所が付属するなど，原子力開発を
主導する官庁であった。1967年12月に科技庁に動
力炉・核燃料開発事業団（通称・動燃・，2005年か
らは日本原子力研究開発機構）をつくり，1969年
にミサイルに必要なロケット技術を集約するために
宇宙開発事業団を設置した。そして科技庁は，「核
武装能力の保持」のため，原爆に必須の兵器級プル
トニウム製造施設として核燃料サイクルを推進して
きた（鈴木，2006；槌田ほか，2007；椚座，2013）。
福島原発事故による脱原発の声は，核燃料サイク
ルの重要施設である六ヶ所村の再処理関連施設や若
狭湾にある「もんじゅ」などのの存続を危うくさせ
るものであった。そこで核推進派の官僚に操られた
自公民三党は，なりふりかまわず法に手をつけ，今
後は法的根拠を持って粛々と核燃料サイクル完成に
向かえるようにした（東京新聞，2012.6.29）。また
秘密保全法が成立すれば，安全保障のためとあれば，
重要な情報が全て非公開となり，漏洩した場合は，
入手した側も厳罰になる可能性があることも核推進
勢力にとって都合のよいものであった。
（3）国民の安全より電力会社存続
福島原発事故後の民主党政権も自民党政権も原発
再稼働にこだわるもう1つの理由は，原発が大き
な利権を生むことにある。
大飯原発再稼働のために，政府と関西電力による
恫喝が市民，中小企業経営者や関西広域連合の首長
に行われた（例えば，小出，2012）。そのために，
大飯原発再稼働に反対していた環境派として知られ
る滋賀県の嘉田知事も，支持者の中小企業経営者に
泣きつかれて主張を撤回した。
この動きの直接的な背景は，電力会社を倒産させ
ないことにある。廃炉にすると，原発や核燃料は数
千億円の不良資産になり，ただちに倒産する電力会
社が3社，その他も数年で倒産することになるから
である（小出，2012；広瀬，2012）。また地元自
治体を含めた関連業界の利権渇望も大きな力になっ
ている（一の宮ほか，2012）。
（4）世界の原発推進勢力としての日本
福島原発事故原因が地震動よるものなのか津波に
よるものかも決まらないうちに（国会事故調，2012），
安倍首相は海外で原発セールスをしている。メディ
アはアベノミクスの1つとして礼賛するが，アメ
リカと一体になった活動である（椚座，2013）。
カーター政権までのアメリカでは原爆推進派と核
不拡散派が対立していたが，中曽根首相とレーガン
大統領時代に，原爆推進派は兵器級プルトニウムの
備蓄を目指していた日本に技術や装置を売り，日本
を巻き込むことで技術の継承と研究コストの低減に
成功した（Trento，2012）。さらに1978年のスリー
マイル島原発事故以来原発新設が止まり経営がなり
たたなくなっている加圧水型のウェスチングハウス
（WH）社を東芝の子会社，沸騰水型のGE社原発
部門を日立との合弁会社にさせた。同時に日本の三
大メーカーの一つである三菱重工は，フランスの実
質国営メーカーであり，六カ所村の核燃料サイクル
づくりに関係するアレバ社と合弁会社を作っている
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
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（村上，2010；椚座，2013）。トルコに原発を輸出
するのは三菱-アレバ連合であるが，フランスと手
を組むことを快く思わないアメリカは，けん制のた
め三菱重工製のパーツの欠陥で廃炉が決まったカリ
フォルニア州のサンオノフレ原発の損害賠償を請求
する（朝日新聞，2013.6.8）。
2 原子力推進側についたメディア
（1）国策を隠すための原子力の平和利用
原子力推進おけるメディアの役割は大きい。特に，
原爆製造能力を保持するという国策を隠すために，
原子力平和利用を強調した報道の果たしてきたこと
は大きい。
とりわけ1954年，CIAスタッフでもある正力松
太郎（有馬，2008）が社主である読売新聞が，1954
年のビキニ環礁での第5福竜丸事件によって3000
万人の核実験反対署名が集まるなど反核・反米感情
が高まっていた時期に，原子力の平和利用をうたっ
た連載や原子力平和利用博覧会を行ったことは（中
村，2004；田口，2011；田中・カズニック，2011），
原子力の平和利用を国民に受け入れさせたきっかけ
となった。以来，日本のメディアは，事実を正確に
伝え，その背景を批判的に読み解き論評するジャー
ナリズムとしてではなく，マスメディアとして権力
層の一翼をにない，経営的に成功する道を歩んでき
た（例えば，藤原，2001）。
（2）独占企業が広告
総括原価方式で経費に比例した利益が保証された
地域独占企業が，なぜ多額の広告をするのか。1978
年のスリーマイル島原発事故や1986年のチェルノ
ブイリ原発事故後は，原発そのものへの批判も高ま
り，現在の経産省や電力会社も広報活動を積極的に
行っている。
経産省の原子力広報予算は，2008年度で43億円
であるが，教育支援や立地に関する調査やアンケー
トなどを加えれば140億円程度とされる（一の宮ほ
か，2012）。東京電力は，普及開発促進費として
2009年度は広告宣伝費が243億円，接待費などに
使われる販売促進費239億円を使っている（中野，
2011：原発事故後の2011年度も200億円以上使わ
れている）。全電力会社合計で2009年度は広告宣伝
費885億円，販売促進費624億円である。さらに東
電関係者が会長を勤める電気事業連合会として300
億円の啓発費をつかっている（山岡，2011）。政府
や電力会社は，総計2000億円を，メディアや関連
業界，あるいは政治家や評論家などに使っているこ
とになる。
（3）広報の技法
その目的は，反原発を押さえるため，事故時にメ
ディアに協力してもらうため，および電力独占体制
を守るためである。宣伝活動により，多くの人々は，
地球にやさしいクリーンな原発，エコキュートはお
得で安全。原発は30％もあるので，今さらやめら
れない，というストーリーを信じ込まされている。
電力会社の広報は，1991年に科技庁の委託で，
原子力ムラの一員である「日本原子力文化振興財団」
がまとめた「原子力PA方策の考え方」に沿って行
われている。
サラリーマンや主婦ごとに方策が示され，例えば
「サラリーマンは，原子力や放射能が危険だからと
いって，すぐに仕事を放棄して避難する等の行動は
取りにくい。その一方で無意識のうちに，知識と情
報があれば危険は避けられる，騒ぐ必要はない……
とも思っている」と分析されており，「原子力は電
力の30％を，サラリーマンが見るあるゆる広告に
小さくても入れることで浸透させる」としている。
3 破綻している原発推進広報
これまでの政府，電力会社やメディアがしてきた
原発推進広報の内容は，以下にまとめるように科学
技術的および社会学的な検証によって破綻が明らか
になっている。しかし3.11後でも，政府とメディア
は，福島原発事故津波説や放射能安全神話を振りま
き，電力不足論を繰り返す。
（1）石油ショックと準国産エネルギー
石油ショックとは，石油が無くなったのではなく，
産油国が国際石油資本に値上げ要求して輸出を止め
たことである。日本政府は，これに便乗して，石油
が無くなるので，原発や準国産エネルギーを生み出
す核燃料サイクルが必要になったとした。しかし，
数兆円の投資をしても，事故や工事ミスのために，
2013年になっても六ヶ所村の再処理施設やもんじゅ
は完成していない。そもそも原理的・装置工学的に，
核燃料のリサイクルが出来ないことが知られている
（高木，1981；槌田，2007）。
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（2）「電力の30％は原発」
過去数十年の原発の稼働率は，発電コストを安く
みせるための期待値80％とは異なり，60-70％ぐら
いである（吉井，2010；大島，2010；広瀬，2010）。
2008-2009年の電源構成比で原発は24-29％（中野，
2011；広瀬，2012）なので，原発を基幹電力とし
て全て動かしても発電量の14-20％にしかならない。
原発を優先するために，主力の火力発電所の稼働率
を50％以下にしていたので，福島原発事故後，ほ
ぼ全原発54基が止まっても停電しない。
原発は，原爆開発能力保持（プルトニウム生産を
含む）のために必要であり，総括原価方式で大きな
利益も生み出すので，夜間の過剰電力を消費するた
めの揚水式水力発電所を作ってまでも設置してきた。
メディアは，停電の恐怖は報道しても，核開発問題
や総括原価方式の問題を報道しない。
（3）地球温暖化人為説
1986年のチェルノブイリ原発事故による反原発
運動を押さえるために，原発推進国がIPCCを作っ
て宣伝した説である（村上，2010；深井，2011；
中野，2011）。ロンドンのテムズ川が凍るなどした
17世紀のマウンダー氷期以来，雲形成をもたらす
宇宙線量が太陽活動の活発化で減ったために雲が減
り温暖化している（スペンスマーク・コールダー，
2010）。戦後の二酸化炭素増加はほとんど温暖化に
影響していない（深井，2011；渡辺，2012）。さ
らに2009年に温暖化を示す気候データが捏造であっ
たことを示すメールやプログラムが内部告発で流出
した（クライメートゲート事件：モシャー・フラー，
2010；渡辺，2012）。これをきっかけに，カナダ
やロシア，そして日本が京都議定書を脱退している。
メディアは，クライメートゲート事件も，議定書脱
退も殆ど報じない（渡辺，2012；椚座，2013）。
（4）原発安全神話
福島原発事故で破綻した。ただし，耐震性不足に
よる配管損傷や電源喪失を事故原因とするか（国会
事故調，2012），津波による事故なのか政府事故調
や民間事故調（例えば，福島原発事故独立検証委員
会，2012）の攻防が続いている。地震直後，津波
到着前にキセノンなどの核分裂由来の放射性物質が
検出されており，約4時間でメルトダウンしている
ので，配管損傷による放射能漏れと冷却水喪失があっ
たことは確かである（例えば，田中，2011；美浜
の会，2011；小山，2011；槌田，2012；国会事故
調，2012）。前者であれば，耐震改修は困難であり
全原発停止につながるために，政府や東電は津波説
を繰り返している。
（5）「原発は低コスト」
大島（2010）は，電力会社の有価証券報告書か
ら過去数十年の原発のコスト実績を調べ，火力とほ
ぼ同じであることを示した。アメリカのエネルギー
省エネルギー情報局のデータによれば，コンバイン
ド型ガスタービン火力発電のコストは，原発以下で
ある（例えば，広瀬，2010；石井，2011）。さら
に使用済み燃料や高レベル廃棄物処理のめどとコス
トが不明な上に，原発事故による補償と後始末コス
トが甚大になっている。欧米が原発を止める一因が
コスト高である。
4 文部科学省による原子力推進
（1）2011.3.11までの原発推進教育
文部科学省は，原爆開発のために作られた科学技
術庁と文部省が合併した組織であり，原発推進の体
質を持っている。従来から児童・生徒や教員を対
象とした原発見学や講師派遣をすすめてきたが，
2010年3月には，文部科学省は小学校向けの副読
本「わくわく原子力ランド」と中学校向けの「チャ
レンジ原子力ワールド」を配布した。従来からの
「小さくても大きなエネルギー」「資源に乏しい日本
にとっての準国産エネルギー」というストーリーに
加えて，「地球温暖化を防ぐための環境にやさしい
原子力発電」というストーリーが使われている。
文部科学省は，原子力推進教育の根拠として，平
成17年10月に閣議決定された原子力政策大綱にお
ける「学習機会の整備・充実」，および平成19年3
月に閣議決定されたエネルギー基本計画における
「知識の普及」をあげている。
（2）原発安全神話から放射能安全神話へ
福島原発事故により，国会で「わくわく原子力ラ
ンド」などの原発安全神話が問題視され，廃本になっ
た。
代わって，文科省は，2011年10月14日に，「放
射線等に関する副読本」を発表した。国民一人一人
が放射線等についての理解を深めることが社会生活
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
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上重要であり，小学校・中学校・高等学校の段階か
ら，子どもたちの発達に応じ，放射線等について学
び，自ら考え，判断する力を育成することが大切で
あるとされている。
しかし，教師用解説書の指導上の留意点（中学・
高校）には，「100ミリシーベルト以下の低い放射
線量と病気との関係については，明確な証拠はない
ことを理解できるようにする」とあり，放射能安全
神話のためのものである。副読本作成の契約は，原
発事故前から結ばれていたので，内容の改変はあっ
たにしても，文科省は原発安全神話に加えて放射能
安全神話を学校教育で広めようという意図があった
ことになる。
（3）持続可能な社会で原子力
文科省は，指導要領の範囲内でも，原子力推進を
行おうとしている。中学校理科の第3学年第二分
野「自然と人間」では，自然環境の保全と科学技術
の利用の単元で，「自然環境の保全と科学技術の利
用の在り方について科学的に考察し，持続可能な社
会をつくることが重要であることを認識すること」
としている。同じく第3学年第一分野の「科学技
術と人間」のエネルギー資源の単元では，「人間は，
水力，火力，原子力などからエネルギーを得ている
ことを知るとともに，エネルギーの有効な利用が大
切であることを認識すること」として原子力に触れ
ている。さらに実質的に教科書づくりの指針となる
「内容の取り扱い」（椚座，2004）では，「放射線の
性質と利用にも触れること」という拘束をかけてい
る。
Ⅲ 脱原発アンケート
1 アンケートの概要と実施状況
（1）概要
本研究では，大学生に対して2回のアンケート
調査を行っている。1回目が3問（問1，問2と問
3），2回目に本研究に関するものとして1問聞いて
いる（問5）。1回目の問2と2回目の問5は，衆
議院議員選挙に関係しており，1回目の結果を受け
て2回目を準備した。
アンケートの題材として選んだものの1つは，
2012年4月から用いられることになっている文科
省の「放射線等に関する副読本」である（問1）。
文科省の発表後，メディア等によっても批判される
ことがあり，それを踏まえて，自分が教員ならば，
どのような授業を行うかを聞いている。中立公平を
どのように考えているか，その基礎としての科学リ
テラシーがどのレベルのものかを知るために行った。
もう1つの題材は，衆議院議員選挙のための各
政党の原発に関する公約である（問2）。玉虫色の
文言がならぶ公約を理解することや，あるいは脱原
発を装いながら実質再稼働できるというトリックを
見抜くのは，ある程度の科学リテラシーや政治的関
心がないと難しい。長年にわたる政府や電力会社の
広報や学校教育の影響を受けている大学生が，トリッ
クにかかるかどうかを調べた。
1回目のアンケートの結果，後にまとめるように，
自民党の公約を支持するものが6割を超え，新聞
などの世論調査で「いずれ脱原発」が7割（椚座・
清河，2012）という結果と大きく異なった。そこ
で，その理由を探るために2回目のアンケートを
行った（問5）。2回目は，消費税や憲法改正など
の公約も扱い，原発問題への関心の深さを探った。
3つ目の題材は，中学校理科最後の単元のキーワー
ドである「持続可能な社会」である。児童生徒に議
論させる場合の教員の視点を問うた（問3）。大き
なテーマなので，直接的な回答を得ることよりも，
回答者の社会観や教育観を読み取り，問1や問2
の回答の分析に資するという意味合いがある。「公
約」という言葉で問2との関係性を示した。
（2）実施状況
本研究のアンケートは，理科教育法中II（地学）
の出席アンケートとして行った。理科教育法中II
は，中学校理科免許に必須の科目であり，受講生の
多くは理学部の2年生であり，人間発達科学部の
理科免許取得希望者が加わる。
1回目のアンケートは，地震災害などを講じた
12月7日に行った（問1，2および3）。放射能や原
発問題は扱っていない。2回目のアンケート（問5）
は，地球温暖化，放射線と生命や資源エネルギー論
を論じた12月14日に実施している。従って，問5
は，1回目のアンケートや講義によって，ある程度
の知識があった状態で回答したことになる。
さらにアンケートの各設問では，質問文の前に，
「テーマ1」「テーマ2」として背景説明を行ってい
る。知識不足による勘違いや粗雑な回答を避けるた
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めである。記述式のアンケート回答については，全
文を付録1にまとめた。
2 1回目アンケート問1（12月7日実施）
（1）放射線副読本についての設問
テーマ1
3.11福島原発事故後の10月に文部科学省は全国
の小中高等学校に「放射線等に関する副読本」を配
布した。しかし，事故の記述がなく，放射線利用の
有効性と放射能の安全性を強調したものと地元や専
門家から批判されている。3.11までは日本の放射線
安全基準値 1mSv/年であったが，福島事故後20
mSv/年に改正されたこと，内部被曝や晩発性障害
などが書かれていない。一方，教師用の副読本には
「100ミリシーベルト以下の低い放射線量と病気と
の関係については，明確な証拠はないことを理解で
きるようにする。」と記述されている。
問1：あなたが教師として「放射線副読本」を用い
た授業を行うことになりました。これからの日本人
を育てるという観点から，どのような授業を行いま
すか？
（2）問1の設問趣旨と評価基準
テーマ1として副読本では内部被曝や原発事故
が扱われていないなどの問題点を指摘して，メリッ
ト・デメリットを提示して子どもたちに議論させる
ことが中立公平であるとする論調が出ることを想定
して，そのスタイルならば不足分を補う必要性に気
づかせるようにした。
回答は記述式なので，著者が，表1に示したよ
うに，放射線知識，放射線安全メリット，放射線危
険論，内部被曝記載なし，原発事故記載なし，広島
原爆，メリットデメリット論，生徒選択，原発要不
要論の観点で集計（重複あり）した。回答全文は，
付録1に示す。
また回答文から，知識や考えのレベルを3段階
に分けた。
■体制順応レベル
放射線副読本の内容に疑問を持たず，そのまま教
えようとする。メリットデメリット論を提示して多
数決で児童生徒が決めるのが中立で公平であると考
えている。大手メディアが伝えることを正しいと考
えている。
■中立公平論者レベル
副読本にない内部被曝や福島原発事故などを扱う
意識がある。メディアは，例えば原発のデメリット
などを十分伝えないことがあると考えている。少数
意見の尊重など多数決原理の問題を意識している。
■自立レベル
質問文の「日本人を育てる」に対応した脱原発社
会，持続可能社会につなげる意識や考えがある。現
実の東日本の放射能汚染問題を考えている。また放
射線安全論や原発メリット論に偏った政府広報やメ
ディアの論調を批判的に受け止めており，主権者の
人権や安心を尊重した考えを導こうとしている。
（3）問1の結果と解釈
約7割の学生が，「放射線副読本では放射線の危
険性が示されていないので，メリットだけでなくデ
メリットも提示すべき。」と述べている。ただし，
このことはテーマ1に書いてあり，テーマ1で指
摘した内部被曝を，改めて指摘した者は3人（5％）
しかいないので（表1），椚座・田上（2011）が指
摘したように，設問に迎合して答えた可能性もある。
また体制順応レベルに分類される回答が3割強
あった。表1に示すように，放射線の基礎知識や，
放射線の安全性や医療などのメリット論を正しく伝
えるとする者，すなわち副読本の発行意図に沿った
者が3割強いる。副読本どおり，100mSvまでは安
全だと教えるべきとする学生もいる。
一方，自立レベルの学生は少ない。表1の原発
不要論に分類した回答は，自立しているが原発賛成
派の可能性がある者を含めても15％にとどまる。
従って，広い視野で放射線副読本を扱える学生は1
割に満たないと考えられる。
もっともこの設問は新しく指導要領に登場した内
容に関係しており学生たちは副読本を見たことも，
その内容を教えられたこともない。従って，問のテー
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
―143―
表１ 記述回答の観点別分類
観点 放射線知識
放射線安全
メリット
放射線
危険論
内部被曝
記載なし
原発事故
記載なし
広島原爆
メリット
デメリット論
生徒選択
原発要
不要論
人数 20 17 22 3 19 3 7 1 8
％（55人） 36.4 30.9 40 5.5 34.5 5.5 12.7 1.8 14.5
マ1で指摘した内容を，約7割の学生が受け止めた
ことに意義がある。このアンケートをきっかけに，
考えるようになればよい。
2 1回目アンケート問2（12月7日実施）
（1）衆議院議員選挙公約についての設問
テーマ２
2012年12月16日の衆議院議院選挙の争点の1つ
が原発問題である。以下は，主な政党（公示前衆議
院議員数順）の公約である。
○民主党230：30年代に原発稼働ゼロを可能とする
よう，あらゆる政策資源を投入。
○自民党118：全てのエネルギーの可能性を掘り起
こし，社会・経済活動を維持するための電力を確実
に確保するとともに，原子力に依存しなくても良い
経済・社会構造の確立を目指す。
○日本未来の党62：遅くとも10年以内の完全廃炉・
完全卒業の道筋を創る。
○公明党21：原発の40年運転制限制を厳格適用し，
可能な限り速やかに原発ゼロを目指す。再生可能エ
ネルギーを拡大する。
○日本維新の会11：先進国をリードする脱原発依
存体制の構築，原発政策のメカニズム,ルールを変
える。
○共産党9：すべての原発からただちに撤退，原発
輸出政策の中止。
○社民党5：再稼働は認めない，大飯原発の稼働停
止，新増設はすべて白紙撤回し建設中止。
○新党大地3：ロシアの天然ガスを代替エネルギー
とし，原発ゼロを実現。
○国民新党2：40年経過の原子炉は廃炉。新規建設
は見合わせ，安全性が確認できないものは即時廃炉
問2：公約および地球環境，エネルギー環境，人々
の健康面も考慮して好ましい党を選んでください。
その理由も書いてください。
・選んだ党（ ）
・理由
（2）問2の趣旨
多くの市民にとって原発問題の意思表示は，選挙
が唯一の方法である。従って，原発に関する公約を
理解することは重要である。そこでこの設問は，原
発に関する衆議院選挙公約から，好ましい公約を選
び，その理由を書いてもらうものである。政党ごと
に公約の長さやトーンが異なるので，テーマ2のよ
うに要約したものを提示している。
いずれの公約も玉虫色的な文言と，一方，廃炉に
は様々な事務手続きや科学的処理が必要であること
を考慮した文言がならび，原発についての科学的知
識がないと，どの政党が実質的に脱原発を訴えてい
るのかを見いだすことが難しい。
先に述べたように地球温暖化人為説が捏造である
ことを知っていれば，「すべてのエネルギーの可能
性を掘り起こす」に何かを期待することはない。即
原発停止，代替エネルギーとして，すでに主力であ
り省エネタイプの新型が出ている天然ガスタービン
発電を選べる。政府や電力会社が好んで使う原発対
再生可能エネルギー比較によって原発を支持すると
いう構図に乗せられることもない。
公約一覧に党名や改選前議員数を書いた理由は，
公約文の読み解きに政治的知識や歴史的認識を生か
せるようにしたためである。例えば，原発推進を国
策にした政党としての自民党を知っていれば，公約
文に関係なく支持不支持が決まるだろう。民主党は，
3.11時の内閣としてSPEEDIなど数々の情報を隠
蔽し，「ただちに健康に影響はない」として国民の
健康リスクを高めた党として記憶されていれば，不
人気になるかもしれない。一方，脱原発，消費税反
対などを目指し民主党から別れた議員を主体とする
日本未来の党が，改選前議員数3位であるとわか
れば支持を集めるかもしれない。
（3）原発推進派と脱原発派の識別
アンケートの集計（表2と3）では，実質的に原
発推進の党と脱原発の党に分けた。以下に論じるよ
うに，実質的に再稼働が可能になっている党は推進
派とした。実際的には，推進派と脱原発派の区別は，
東京新聞のまとめに従った。その結果，表2に示
すように，改選前議員数の多い順に，民主党，自民
党，公明党，日本維新の会，みんなの党，国民新党
が原発推進政党に分類され，日本未来の党，共産党，
社民党，新党大地，新党日本が脱原発政党になった。
各党の公約にある脱原発や脱原発依存，フェード
アウトなどの意味は，そもそも中性子の照射で圧力
容器が脆くなる中性子脆化のために30年程度とさ
れていた原発の寿命（例えば，田中，1990；原発
老朽化問題研究会，2008）と関連づけると，現行
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のまま寿命まで使うことでも成り立つことがわかる。
ただし法的な原発の寿命は，材料学的な寿命とは異
なり，国内法としては40年，さらに福島第一原発1
号機は2011年2月に60年まで延ばされている（川
村，2011）。2011年で，54基の原発のうち30年を
超えているものが19基，2020年になると36基にな
る。従って，2030年代（2039年まで）に多くは寿
命を迎えるので，ほぼ全部再稼働しても矛盾しない
上，期間限定を表明すれば新設も可能である。
一方，即時原発運転停止と10年ぐらいで廃炉は，
前者が「核分裂反応停止と核分裂生成物の冷却継続」，
後者がそれらに加えて法的手続きを経て社会的に無
くすという意味で同じである。結局，実質的に再稼
働を認めるているか否かが，各政党の脱原発度のバ
ロメーターになる。
公明党は，2012年の政権公約では廃炉は2020年
頃までに行う，また「もんじゅ」も認めないとする
脱原発政党であった。しかし，2012年6月の原子
力基本法改正に賛成し，麻生内閣までの自公連立政
権時代は，核燃料サイクルやもんじゅも推進してき
たなど，連立する限りは推進派と考えざるを得ない。
当初は脱原発を主張していた日本維新の会は，原
発推進に転じ，核武装まで自民党と同じ公約になっ
た。自民党と連立を組むのに壁はない。民主党は，
脱原発，消費税増税反対，TPP反対を唱えたグルー
プが離党したので（国民の生活が第一の党を結党し
たが，衆議院選挙前に統一的な脱原発政党づくりの
ために解散して日本未来の党に合流），残っている
現在の議員は，三党合意に見られるように連立を前
提としているので原発推進政党である。
（4）問2の集計結果と解釈
問2の結果を表2に示す。また選択理由の記述
は付録1にまとめた。表2上段が原発推進政党，
下段が脱原発政党である。表3には，原発推進政
党と脱原発政党別の集計を示した。
学生アンケートは，自民党の公約を選んだ者が
62.7％という結果であった。さらに自民党に，民主
党などの原発推進党を加えると，原発推進派が85.5
％になり，脱原発派はわずか12.7％であった（表3）。
世論調査では「いずれ」脱原発というものを含める
と，脱原発派が7割であることや（椚座・清河，
2012），自民党が原発推進政党であることを知って
いれば，意外な結果である。
自民党の公約を選んだ主な理由は，「全てのエネ
ルギーの可能性を掘り起こす」「電力を確保する」
といった内容に共感できるというものであった（付
録1参照）。
原発推進政党を選択した理由を5つの観点で分
類した（表4：重複あり）。
1 エネルギー政策（全てのエネルギーの可能性を
考えるなど）
2 期間（いつ達成できるか分からないが，いつか
は原発ゼロ。依存しない社会作り）
3 電力不足（脱原発したいが，電力不足のため，
結局原発に頼るしかない）
4 そもそも回答者が原発推進派
5 その他
表4に示されるように，エネルギー政策を理由
としている者が最も多かった（41.8％）。脱原発ま
での期間や直近の電力不足を理由とするものの倍で
ある。自民党の公約にある「全てのエネルギーの可
能性を掘り起こす」という記述に賛同していること
になる。
この理由が選ばれるのは，大学生は必ずしも原発
推進派ではなく，政府や電力会社の広報によって原
発以外の発電方法のイメージに乏しいためと考えら
れる。地球温暖化問題を信じて火力発電を否定して
おり，風力発電や太陽光発電は不安定であるという
程度なので，漠然と何か発電方法があるかもしれな
い，やがて技術開発されるだろうと思っている。
「いずれ脱原発派」と見なしてもよい。
「電力不足論」を理由とする者は，原発がなけれ
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
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表2 政党別獲得票数
原発推進政党
民主党 自民党 公明党 日本維新の会 みんなの党 国民新党
人 0 34.5 5 3.5 0 4
% 0 62.7 9.1 6.4 0 7.3
注）2政党選んだ1名分を0.5で案分した。
脱原発政党
日本未来の党 共産党 社民党 新党大地 新党日本 無回答
人 2 1 0 4 0 1
% 3.6 1.8 0 7.3 0 1.8
表3 原発政策における獲得票数
原発推進政党 脱原発政党 無回答 計
人 47 7 1 55
％ 85.5 12.7 1.8 100
ば電力不足に陥いるという政府や電力会社の広報ど
おりの認識を持っていることになる。原発以外の発
電方法のイメージに乏しく，広報どおり原発が30
％としても70％を占める発電方法は何かを考えて
いない。
「原発停止までの期間」に分類したものは，原発
に依存しない社会という曖昧な言葉を評価している
が，電力不足が解決しないならば，多少の放射線リ
スクを背負っても原発を続けるべきとなるので，実
質は電力不足論である。事故があっても放射能のた
めに原因追及も修理も出来ないなどのデメリットを
過小評価する政府と電力会社の広報の期待どおりの
反応である。
一方，表5は，脱原発派政党を選んだ者につい
て，その選択理由を4つに分けたものである。
1 エネルギー政策（天然ガスパイプライン設置な
ど，代替エネルギーが明確であるなど）
2 期間（ただちにゼロ，できるだけ短い期間で廃
炉にしようとしている）
3 放射線リスク
4 その他
脱原発派の回答者が少ないので順位の意味は少な
いと考えられるが，推進派と同様に，エネルギー政
策や廃炉までの期間が理由として上がっている。た
だし，脱原発政党の公約は，廃炉手続きの準備期間
などを考慮した実現可能なものが多いので，それに
賛同しているという意味で，原発以外の発電方法を
イメージしていると考えられる。また推進派にはな
かった放射線リスクを指摘する者がいる。
4 1回目アンケート問3（12月7日実施）
（1）持続可能社会についての設問
問3：中学校理科第三学年「自然と人間」では持続
可能な社会づくりが重視されています。この観点で，
生徒たちが公約を議論するために不足している（教
員が補う）情報にはどのようなものがありますか。
（2）問3の設問趣旨と評価基準
問2で提示された原発に関する公約をたたき台
として，中学校理科第3学年で扱う「持続可能な
社会」という観点から児童生徒に議論させる場合の
教員の視点を聞いている。すなわち，エネルギー環
境論としての原発の位置づけや，3.11後の現実問題
である放射線リスクをどのように教員がとらえてい
るかを探るものである。そのような視点の高い教員
は，生徒たちの議論が真の意味で中立公平であり，
未来に対する当事者性が育つような指導が行えると
考えた。
（3）問3の結果と解釈
問3の記述を付録1，観点別の集計を表6に示し
た。表6にあるように，原発による電力を重視し
た者が29.1％，原発を含めた発電方法論に言及した
者が30.9％いた。従って，持続可能社会を経済発展
する社会ととらえ，電力が自由に使えることがその
象徴であるととらえた学生が多いことが特徴である。
一方，安全安心な社会というイメージを持つ者は少
ない。放射能や原発の危険性を述べた者は，55人
中6人（10.9％）にとどまる（表6）。
この結果は，放射線による健康リスクと電力不足
を比べたとき，多くの学生は電力不足の解消を優先
―146―
表4 原発推進政党選択理由
エネ政策 期間 電力不足 推進派 その他
人間発達科学部 人 3 2 3 1 0
％ 33.3 22.3 33.3 11.1 0
理学部 人 25 13 14 2 4
％ 43.2 22.4 24.1 3.4 6.9
計 人 28 15 17 3 4
％ 41.8 22.4 25.3 4.5 6.0
表5 脱原発政党選択理由
エネ政策 期間 放射線 その他
人間発達科学部 人 1 2 1 0
% 25.0 50.0 25.0 0
理学部 人 4 4 2 0
% 40.0 40.0 20.0 0
計 人 5 6 3 0
% 35.7 42.9 21.4 0
表6 持続可能社会教育の論点
化石燃限界 地球温暖化 核燃サイクル 原発電力
再生可能
エネ
天然ガス 発電エネ論
放射能原発
危険
地球環境
しくみ
取り組み論 経済論
人数 4 3 1 16 4 3 17 6 3 7 7
％（55人） 7.3 5.5 1.8 29.1 7.3 5.5 30.9 10.9 5.5 12.7 12.7
したことを示す。30％の学生は，電力不足を回避
するための大規模発電能力は原発にしかないと考え
ている。火力発電は，地球温暖化人為説に縛られて
いるので（椚座・田上，2012），そもそも選択肢に
入らない。文科省が発行した「わくわく原子力ラン
ド」に書かれているとおり，再生可能エネルギーも
不安定で高価な電気と考えているのだろう。まさし
く，政府と電力会社の広報活動が成功している。
5 2回目アンケート（12月14日実施）
（1）選挙公約についての2回目の設問
問5：プリント10頁下の政党別政策一覧表を見て
（本論文では表7），よいと思う政党を選んでくださ
い。また重視した「原発再稼働」などの項目名に○
印，特に重視したものに◎印をつけてください。政
策そのものや前回の類似アンケートとの違いなどに
ついての意見やコメントがあれば書いてください。
■好ましい政策の政党
（ ）
■重視した項目： 原発再稼働 建設続行新設 核
燃サ+もんじゅ 核武装 TPP 消費税増税 憲法
9条改正
■コメント：
（2）問5の設問趣旨
問5は，内容的に12月7日実施の1回目アンケー
ト問2に続くものである。問2で，脱原発の世論
調査（椚座・清河，2012）と異なり，原発推進政
党の自民党の選挙公約を支持するものが6割を超え
たので，公約内容を評価したのか，大学生は二酸化
炭素を排出しないクリーンな原発という思考停止状
態（椚座・田上，2011；椚座・清河，2012）から
抜け出せていないのかを調べるために行ったもので
ある。
その方法として，原発問題の公約だけでなく，消
費税など衆議院選挙の主な争点となっていた公約を
一覧表で提示して（表7），支持政党が変化するか
を調べた。表7の分類における「建設続行新設」と
は，100％プルサーマル発電で長年反対運動が続い
ている下北半島の大間原発建設続行および新設の意
味であり，講義プリントからわかる。また「核燃サ
+もんじゅ」とはもんじゅを含めた核燃料サイクル
のことである。
ただし出席アンケートは講義後休憩時間まで書い
てよいので，講義プリントを参考にできる。1回目
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
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表7 政党別選挙公約論点一覧
政党名 議員数 党首 東京新聞まとめ1129
原発
再稼働
建設続
行新設
核燃サ
+もんじゅ
核武装 TPP
消費税
増税
憲法9条改正
1 民主党 230 野田 佳彦 2030年代にゼロ ○ ○ ○ △ ○ ○ 集団的自衛権
2 自民党 118 安倍 晋三
10年以内に電源構成の
ベストミックスを確立
○ ○ ○ ○ ○ ○ 9条国防軍徴兵制
3 日本未来の党 62 嘉田由紀子 2022年にゼロ × × × × × × ×
4 公明党 21 山口那津男
1年でも5年でも10年
でも早くゼロ
○ × × △ ○ ○ △
5 日本維新の会 11 石原慎太郎
2030年代までにフェー
ドアウトする
○ ○ ○ ○ ○ ○ 9条国防軍徴兵制
6 共産党 9 志位 和夫 即時ゼロ × × × × × × ×
7 みんなの党 8 渡辺 喜美 2020年代にゼロ ○ × × × ○ × 天皇制国軍
8 社民党 5 福島 瑞穂 直ちにゼロ × × × × × × ×
9 新党大地 3 鈴木 宗男
代替エネルギー推進で
脱原発
× × × × × × ×
10 国民新党 2 自見庄三郎
当面維持しつつ，依存
度を減らす
○ × ? ? ○ ○ 集団的自衛権
11 新党日本 1 田中 康夫 10年以内に全原発廃炉 × × × × × × ×
※核武装△は，2012.6原子力基本法・宇宙航空研究開発機構法改正（安全保障目的追加）に賛成したことを意味する。
の講義テーマはプレートテクトニクスと火山・地震
活動であるのに対して，2回目の講義は，気候・宇
宙・持続可能社会がテーマである。プリントには地
球温暖化詐欺，宇宙，恒星および地球の誕生や進化
に関係させて核反応，生命と放射線（内部被曝論あ
り），原発震災と化石燃料論，および核軍備とメディ
ア報道についてまとめてある。そのため，アンケー
ト回答では，プリントにある内容はあえて書いてい
ないと考えられる。
（3）問5の結果と解釈
12月14日実施の問5の結果と，12月7日実施の
問2の結果を，政党別に改選前議員数順に比較し
た（表8）。自民党の支持率が半減し，一方，日本
未来の党が約4倍に増えている。しかし脱原発政
党を選んだ者は増えているがそれでも過半数には達
していない。
問5では，政党選択で重視した項目を選ぶよう
にしている。その結果を，原発推進政党を選んだ者
については原発推進，経済，核武装の3項目，脱
原発政党を選んだ者については反原発，生活，平和
の3項目に整理した（表9）。
表9で注目されることは，原発推進政党を選ん
だ者も，脱原発政党を選んだ者も，原発そのもの停
止や推進を理由とするものが少ないことである。前
者はTPPなどの経済政策や核武装を理由としてお
り，後者は憲法9条改正反対などの平和を重視し
ている。
表10は，支持政党を変えた32名の変更理由をま
とめたものである。政党を変えた者には，自民党か
ら脱原発や消費税増税に反対する日本未来の党に転
じた者も，逆に核武装を主張する自民党を選んだ右
傾化と考えられる者が混じる。中庸としたのは，原
発推進政党間あるいは脱原発政党間で支持政党を変
えたものである。ここでも反原発政党に転じた理由
が原発そのものではなく，平和や生活面の政策を重
視しているのが特徴である。
Ⅳ 2012衆議院議員総選挙
1 埋没させられた脱原発
（1）全政党が脱原発を標榜
福島原発事故の頃から，次の衆議院議員選挙の争
点は，原発・TPP・消費税であると想定されてい
た。しかし，安定多数の国会議員を持つ民主党が突
然衆議院を解散したので，2012年12月16日に選挙
となった。自民党主体の連立政権が出来れば，憲法
改正によって国防軍をつくり核武装をゴールとした
原発推進の国家になる。一方，脱原発政党が連立政
権つくれば，1986年のチェルノブイリ原発事故や
福島原発事故後にドイツを中心としたヨーロッパ諸
国のようにエネルギー転換をめざす国づくりがはじ
―148―
表8 条件提示の違いによる政党支持率変化
民主党 自民党 日本未来の党 公明党 日本維新の会 共産党 みんなの党 社民党 新党大地 国民新党 新党日本 無回答
12月7日 人 0 34.5 2 5 3.5 1 0 0 4 4 1
% 0 62.7 3.6 9.1 6.4 1.8 0 0 7.3 7.3 1.8
12月14日 人 5 16 9 3 1 2.5 1 1.5 8 6 1 3
% 8.8 28.1 15.8 5.3 1.8 4.4 1.8 2.6 14 10.5 1.8 5.3
表9 政党選択理由
原発推進政党 脱原発政党
人 32 22
選択理由 原発推進 経済 核武装 反原発 生活 平和
人 5 15 12 4 7 11
表10 支持政党変更者の理由
反転 中庸化 右傾化
人 17 12 3
選択理由 反原発 生活 平和 推進 経済 核武装 推進 経済 核武装
人 4 6 7 1 6 5 0 1 2
まっていたはずである。
しかしいざ選挙になると，各政党の公約は，脱原
発一色になった。ただし，安全が確認されたものか
ら再稼働していずれ原発の寿命がきたらやめるのも
脱原発と称するなど，玉石混淆の状態であった。理
由の1つは，選挙直前の11月末に脱原発・反TPP・
反消費税増税の議員が結集して国会議員数3位の
日本未来の党が結成されたためである。選挙戦にお
いても，自民党福島県連や民主党の候補者までもが
脱原発を訴え，福島県では自民党が4勝1敗した
（東京新聞，2012.12.18）。
（2）原発推進を応援するメディア
しかしいざ選挙になると，原子力ムラの一員でも
あるメディアは，脱原発などの争点をわかりやすく
伝えるのではなく，民主党と自民・公明連立および
第三極としての日本維新の会の政局劇としての報道
を行い，むしろ争点隠しをした。公示後のメディア
は，自民党の単独過半数越え予測と日本未来の党の
問題点を連日報道する。各党が脱原発ムードで足並
みをそろえると，メディアも違いが見えないと報道
するなど，脱原発論を混乱させた。一連の報道は，
メディアも原子力ムラの一員として，原発推進側で
あることを証明したことにほかならない。
2 選挙結果
（1）脱原発議員が全滅
12月17日の選挙結果は，憲法改正と核軍備，お
よび弱肉強食のアメリカ型新自由主義経済を主張す
る自民党が294議席，日本維新の会が54議席獲得し
た。公示前の議員数1位の民主党が230人から57人，
および3位の日本未来の党が61人から9人と激減す
る一方，第2位の自民党が118人から294人となり，
31人に増えた公明党との連立で3分の2を確保して
いる。脱原発をかかげた社民党が5人から1人，ロ
シアからの天然ガスパイプラインなど具体策を訴え
た新党大地が3人から1人など，日本未来の党も含
めて脱原発派の議員がほぼ全滅状態になった。
ただし比例区での自民党の得票率は3割程度であ
り，小選挙区のメリットを生かした選挙であった。
投票所で長蛇の列が出来たのに憲政史上最低の59.3
％の投票率であり，アメリカ伝来の不正選挙のため
ではないかという説もある（コシミズ，2013）。もっ
とも，有権者の平均年齢が50歳を超えており，前
回は自民党にお灸をすえたと思っている人も多いの
で，選挙結果がRDD方式で回答者が在宅高齢者に
偏る世論調査どおりでもおかしくはない。さらに今
回のアンケート調査で明らかなように，学生は公約
を読んでも自民党を支持しており，自分たちの状況
から，原発よりも雇用だったのかもしれない。
いずれにせよ，1954年の議員立法による原子力
基本法制定以来，原発を推進してきた自民党が支持
されたことになる。その流れに乗って，2013年の
参議院選挙の公約には，3年以内の原発再稼働を掲
げている。
（2）自民党投票者の6割が脱原発派
朝日新聞の出口調査で「今すぐゼロ」「徐々にゼ
ロ」「ゼロにはしない」を選択させたところ，「今す
ぐゼロ」派の16％，「徐々にゼロ」派の28％が自民
党に投票している（朝日新聞，2012.12.17）。
中日新聞の出口調査では，自民党に投票した人で
も脱原発が約6割いた（中日新聞，2012.12.17）。
すなわち「直ちにゼロに」が8％，「将来ゼロに」
が49.2％を占めた。「減らす」も28％に上り，「減
らさず推進」は9.2％にとどまった。しかし，投票
にあたり最も重視した政策で，「原発政策」を選ん
だ人はわずか2.8％であり，自民党への投票者は福
島原発事故よりも景気が重要であることがわかる。
実際，重視した政策のトップは「景気対策」の45.4
％で，「増税や減税」（12.3％）「福祉や社会保障」
（11.2％）などが続いた。
（3）メディアによって奴隷化される日本人
この選挙結果は，長年にわたる権力と一体化した
マスメディアによる情報隠しによって，日本人は主
権者としての判断が出来ないようにされてしまった
結果である。学生も，電力不足や景気不安キャンペー
ンに乗せられている。椚座・田上（2011）は，地
球温暖化人為説を無批判に信じて原発推進する社会
を思考停止社会であるとしたが，今回の選挙で，い
よいよ奴隷化される日本人と呼ぶべき状態になると
考えられる。奴隷化とは憲法第18条にある概念で
あり，自民党憲法改正案からは「何人も，いかなる
奴隷的拘束も受けない」が消えている。
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Ⅴ 考 察
1 洗脳された日本人の思考パターン
（1）原発リスクよりも電力
福島原発事故前の2010年と事故後の2011年に行っ
た原発に関する学生アンケートでは，約7割の学生
が「地球温暖化防止のためにクリーンな原発」とい
う考えを選択した（椚座・田上，2011；椚座・清
河，2012）。事故後の新聞テレビによる世論調査で
は，「いずれ脱原発」を含めて脱原発派が7割であっ
たことと対象的であった。国立大学の教育系に進学
してくる学生は，子ども時代は先生の話をよく聞く
「よい子，できる子」であり，特に教育効果があっ
たものと考えられる（椚座・清河，2012）。
今回の学生アンケートでは，自民党公約への支持
率が63％に達し，実質的に脱原発政党の公約はほ
とんど評価されなかった。この結果は，衆議院議員
選挙において，獲得議席数において自民党が勝利し
たことと調和的である。学生アンケートと衆議院選
挙結果の一致は，人々は原発や放射線の危険性より
も，電力不足，さらに電力と関係する経済発展を重
視したことを示している。電力不足論は，従来の学
校教育では主要なテーマではないので，学生も福島
原発事故後のメディア報道の影響を受けたものと考
えられる。椚座・田上（2011）が指摘したように，
受験で鍛えられた大学生は，自分の考えでもなく，
あるいはよくわかっていなくても，世間で正しいと
されることを答える傾向がある。
（2）日本人を研究した自民党公約にはまる
今回の学生アンケート問2では，自民党の原発
に関する公約の評価が高かったが，記述式の理由で
は，「全てのエネルギーの可能性を掘り起こす」「電
力を確保する」といった内容に共感できるという意
見が多い（付録1）。公約の文脈から，我々の生活
を考えてくれていると捉えて安心感を抱いたかもし
れない。また，「依存しない社会」というように，
未来に対して不確定ではあるが慎重に判断したいと
受け取れる文言が使われている。多くの学生は「原
発をなくしたい，止めたい」「原発に依存したくな
い」という思いを持っていたにしても，これまでメ
ディアを通じて繰り返し聞かされた原発のメリット
と，再生可能エネルギーの頼りなさを比較すれば，
「やはり」原発に頼るしかないという答えになる。
自民党の公約は，そのような彼らの曖昧な態度に合
うものと考えられる。
（3）もう1つの刷り込みとしての平和論
1回目では自民党支持であったが，2回目に消費
税，TPPおよび憲法改正や核軍備に関する公約を
提示すると，脱原発政党に変える学生がいた。変更
理由は，憲法9条改正や国防軍などの平和問題，
および消費税増税，TPP参加などの経済問題であ
り，原発問題は少ない（表10）。
このグループは，アンケートを通じて消費税増税
やTPP導入が普通に働く人々に必要なことなのか，
あるいは憲法9条改正で国防軍を作ることが一般
市民にとっていいことなのか，を考えている。少な
くとも，景気回復のために電力が必要という右肩上
がりの経済発展論者とは異なる。しかし，この程度
に考える学生にとっても，原発問題は遠い存在であ
ることも現実である。
ここであえて指摘すべきことは，支持政党変更の
理由になった憲法9条や核武装問題も，学校教育
やメディアで刷り込まれてきたことである。すなわ
ち学校で，日本は民主主義国家である，三権分立で
ある，平和憲法を持っている，非核三原則があると
教わっている。自民党の公約はこれらを否定するも
のであり，かつては「よい子，できる子」であった
学生の感性が受けつけなかったと考えられる。従っ
て，大学生が，原発はクリーンであり，日本は平和
憲法の国であると考えることは，どちらも長年の学
校教育とメディアによる刷り込みという点で同じで
ある。
クリーンな原発論は，福島原発事故で変わること
はなかった（椚座・清河，2012）。しかも，事故後
や大飯原発再稼働問題時の電力不足キャンペーンに
負けた。理解が難しく実感しにくい原発事故よりも，
メディアが連日わかりやすく報道する電力不足論の
方が，受け止めやすかったと考えられる。
一方，憲法改正への抵抗感は，自民党などの原発
推進政党にとっては，やっかいな問題であろう。若
い世代は，国防軍などを説明すればするほど，自分
たちが当事者であることに気づき，ますます抵抗感
が強くなるためである。
（4）互いにだまし合う社会
学生を含めた市民が，長年の原発推進広報によっ
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て洗脳されてしまっている現状は，思考停止した社
会が続く可能性を示唆する。地球温暖化人為説のよ
うに社会が広く受け入れている概念の場合は，放置
しておいても社会で輻輳する。教員も含めて市民は，
一次情報として政府の広報を目にすることはなく，
多くの場合は新聞記事，あるいはテレビでのタレン
トの発言として繰り返し見たり聞いたりしている。
地球温暖化人為説はうそであると発言しても，親切
な隣人，友人や同僚は勘違いではないかと指摘して
くれ，言わない方が角が立たなくていいよと忠告し
てくれる。全ての人の行動規範は，深く考えられた
ものではなく，メディアなどによって刷り込まれた
単純な論理にある。
このような関係がつづくと，社会全体が思考停止
社会になる。同調圧力も高まる。国家権力が直接手
を出さなくても，市民同士が互いに監視し，牽制し
合うようになる。あとで騙されたと思っても，誰に
騙されたのかもわからない。
2 中立公平が好きな学校文化の危うさ
（1）二者択一の多数決は中立公平か
問1の「放射線等に関する副読本」についての
質問では，「メリット・デメリットを与えて，放射
線の安全利用だけでなく，危険性も考えるべき」と
記述した学生が半数を超えていた。このことは，学
生は，中立の立場で公平な議論を行うべきという学
校文化を，すでに身につけていることを示している。
しかし，メリット・デメリットを羅列して二者択一
的な議論をするというスタイルは，必ずしも公平で
はない。原発や放射線についてのメリット・デメリッ
トは多種多様であり，経済産業および国防のためか，
あるいは個人の安全安心生活のためかにより重み付
けは異なる。項目数が多い方が正しいわけではない。
メディアが盛んに報道することが重要であるわけで
もない。原発問題は，国・企業と個人の利益が相反
することも多く，学校教育になじみやすい二者択一
論の土俵に乗せるまでには，さまざまな論点整理と
取捨選択が必要である。それをしていない二者択一
論は，むしろ多数決の横暴になる。
そもそも長年の政府，電力会社，メディア，さら
には学校自身による原発推進の広報のために，手に
入りやすいメリット・デメリット論にはなんらかの
バイアスが掛かっている。また重要なデメリット論
ほど，表に出てこない。従って，メリット論につい
ては逆バイアスで補正して，デメリット論は発掘し
ないと中立公平な議論のための教材にならない。
（2）社会的に有為な土俵づくりが出来るか
メリット・デメリット提示による議論の危険性の
1つは，原子力推進派が常用する議論の土俵に乗っ
てしまうことである。例えば，放射線医学の専門家
ならば，「放射線は少量なら安全」vs.「少量でもリ
スクがある」との論争は成り立つ。しかし，社会で
の再稼働容認は，放射線は少量なら安全という考え
を信じたからではない。電気が必要だから放射線リ
スクを我慢するというものである。従って学校が中
立公平な議論を行うのであれば，実際議論に必要な
土俵は，100mSv以下でも危険である，それは証
明されていないという専門家のものではなく，放射
線リスクと電力メリットという異分野のものの価値
の等価交換あるいはトレードオフを考えるというリ
スクマネジメント分野（例えば，吉川，2000）の
ものになる。電気が必要という国民は，原発で作っ
た電気であるべきだとは言っていない。すなわち電
気が必要なのであり，危険な放射線がほしいとは思っ
ていない。世論調査で原発が必要だとの意見では，
「安全性をしっかり確保した上で」，「地元が了解す
れば」などの枕ことばをつかって原発再稼働を容認
している（椚座・清河，2012）。
ここに天然ガスタービン発電を土俵にのせれば，
地震国日本では誰もが危ないと思っている原発その
ものを議論の土俵にのせる必要はなくなる。地球温
暖化人為説は破綻しているので，天然ガス・新型石
炭火力発電を排除する理由が無いことを理解しても
らえればよい。メタンハイドレートなどの国産エネ
ルギーの発見（例えば平ほか，2012）により，原
発推進理由の1つであった石油の地政学的なリス
クよりも準国産エネルギーの原発という議論も不要
になる。
政府と電力会社は，これらのことに関心が向かな
いように，広報では例えば天然ガスタービン発電の
ことに触れない（広瀬，2010；石井，2011）。2010
年に発行された「わくわく原子力ランド」では，地
球温暖化人為説を強調して二酸化炭素を排出する天
然ガス火力発電を牽制しながら，原発と不安定な再
生可能エネルギーの対比を設問形式の教材にしてい
る。
学校教育界は，長年地球温暖化人為説を前提とし
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てエネルギー教育を行ってきた。教員が，上記のよ
うなエネルギー論を取り入れるには，独自に教材研
究が必要になる。また単純な二者択一論ではなく，
トレードオフのある社会的な合意形成のあり方を論
じる必要が出てくる。
ここで危惧されることは，問3に見られたよう
に，大学生が「持続可能な社会」を経済発展する社
会ととらえ，電力が自由に使えることがその象徴で
あるととらえたことである。放射能や原発の危険性
を述べた者は，1割にとどまる（表6）。これでは，
例えば理科教員であればますます原発技術を含めた
科学技術礼賛になるかもしれない。
（3）学校文化に同調していく姿勢
問1の記述に見られるような「メリット・デメ
リットを提示して，児童生徒に議論させる」という
回答は，学校文化の同調圧力に飲み込まれていると
見なすことも可能である。教育実習に行くようにな
ると，学校文化の理屈を正当なものとして発言する
ようになることは，著者の椚座が長年見て来たこと
である。
そもそも今日の多くの教員や，組織としての学校
は，国策としての原子力の平和利用を否定していな
いので，そこで脱原発や反原発を唱えるのは勇気の
いることであり，様々な不利益があるかもしれない。
教育行政側は，脱原発，反原発を唱える者は左翼で
あり反体制派であると見ている。教員は周到に準備
された原発推進のためのメリット・デメリット論を
論破するほどの知識を持たず，原発推進に対抗する
ほどの理屈もない。同調圧力に抵抗したところで生
活上のメリットもない。学校やメディアが使う論理
や価値観に沿って思考停止すること（椚座・田上，
2011）は，教員社会に生きる者として容易な選択
である。
（4）放射線副読本へのスタンス
「放射線等に関する副読本」という具体物が登場
したために，教育委員会や学校管理職は，なんらか
の対応をせまられている。富山県では，2012年早々
に，県教委主催で学校管理者，防災担当者や理科教
員が集められた研修会が開かれた（林，2012）。し
かし，今のところ，個々の教員の見識と，そもそも
地球温暖化人為説にはかかわっても原発そのものに
は深入りしないという学校文化のために，教育現場
で大々的に扱われたという話はない。しかし，文科
省の意向を受けた原子力文化振興財団は，学校教員
に放射線を教える知識や技量がないとみなして，補
助金で大学教員を学校に派遣する事業を行っており，
今後は様々な圧力が，かかってくると考えられる。
これまでの議論から，すでに原発推進の論理を刷
り込まれている大学生や教員が内容に偏りがあるこ
とが指摘されている「放射線等に関する副読本」を
使って原子力やエネルギー問題を総合的に論じるの
は難しいと考えられる。本来，「放射線等に関する
副読本」は，エネルギー論に関する「わくわく原子
力ランド」などと共に使われる予定であったが，後
者が無くなった分だけ，議論を広げるのが難しい。
放射線問題に限っても，内部被曝に触れていない
という問題がある。アンケート調査（問1）でメリッ
ト・デメリットを提示してと主張するが，その理由
で健康に大きく影響する内部被曝を指摘した者は
5.5％と少なく（表1），そもそも放射線防護基準は
経済問題であることを指摘したものはいない。従っ
て，「放射線等に関する副読本」の偏りを打破でき
るだけの教材研究ができるとは思えないのが現状で
ある。
結局，理科第3学年第一分野の「科学技術と人
間」で放射線を扱うことになっているので，これを
利用をするのがよい。次世代を担う人材を育てるの
であるから，細かい技術論ではなく大所高所から放
射線リスクを論じるようにする。その参考資料とし
て「放射線等に関する副読本」を使えばよいだろう。
3 当事者としての科学リテラシーを高める
（1）科学リテラシーの高まりで脱原発へ
電気が足りないからクリーンな原発あるいは放射
線リスクがあっても原発という意見は，圧倒的な広
報によって，潜在的な知識になっているために出て
きている。しかしながら，学校で習った，テレビ等
で聞いた事があるという程度のものなので，強固な
自分の意見ではない。問5において，原発推進派
の政党から，脱原発派の政党に変更した学生の中に，
「原発がなくても，電力は十分足りているというこ
となので，危険な原発の再稼働はあり得ないと思う。」
という回答が見られた。従って，カウンター情報を
知る機会があれば意見は変わる。
このことは，科学リテラシーが高まると，原発の
メリット・デメリット論の問題に気づいて，脱原発
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に向かう事を示唆している。今回の2回目の学生
アンケートは，地球温暖化人為説捏造を含んだ講義
中に書かれているので，支持政党変更の理由にあえ
て原発問題を選ばず，経済や平和問題を書いた可能
性がある。一方，原発安全神話が崩壊してもなお，
国民が脱原発を望みながらも再稼働に賛成するのは，
推進のためのメリット論が多岐にわたり，学んだり
考えたりする機会がないと，個人がメリット論を論
破するのが難しいためと考えられる。
科学リテラシーは，実際的な活用力という概念が
ある。実際は，一人で科学リテラシーを高める必要
はなく，専門家に相談したり調べたりする手間を惜
しまない行動力と，実際的な活用の場である社会に
貢献する意識があればよいという言い方も可能であ
る。
（2）当事者として思考することの重要性
原発推進を否定するには，これまで刷り込まれて
きた考えを自ら否定する作業を要し，それなりの知
識や科学リテラシーが必要になる。実際，理解力が
ないとは言えない国立大生であっても，福島原発事
故原因や，東日本の放射能汚染問題については理解
も実感もしておらず，メディア報道の偏りと，北陸
出身者が多いために，事故から2年過ぎると過去
のこと，遠くのことになっているのが現状である。
これをいかに自分の問題にするかという当事者性
の育成が，科学リテラシーを高める第一歩である。
現地を見て，原発被災地の大きさと国土や地球の狭
さを体感することである。被災者の声はそこに生き
ていかざるを得ない人の声として，自分ならばどう
するという自問自答のきっかけとして聞く。専門家
の言うことにはいかに現実離れしたものが多いこと，
まっとうなことを言う専門家が社会からバッシング
されていることに気づくだろう。
必要なレベルとしては，例えば，大飯原発再稼働
問題の時に使われた「クーラーが使えないと年寄り
や病人が死ぬ」ことがないように電力が必要とする
意見に対して，真夏でも夜間の電力は余っているこ
と，医療機関の設置基準に非常用発電装置を備える
ことがあるので成り立たないことを周囲の人に説明
できることが目安になる。またこの1年間，動い
た原発はガスタービン発電機4台分にしかならな
い大飯原発2台（発電量240万Kw）だけであり，
2013年夏は節電要請しないとの報道は，原発はい
らないという報道であると読み取る力である。
（3）デメリット論を構築することの難しさ
隠されていることも多いデメリット論構築には，
科学リテラシーが必要であるが，メリット論のウソ
の作られた方を知ることもリテラシーである。多く
の市民が原発推進側の広報に騙されてきたが，その
種明かしが出来れば，これまでの刷り込みは，よい
反面教師として使える。
先にまとめたように，原発のメリット・デメリッ
ト論は破綻しているが，それでもメリット・デメリッ
ト論に出てくる個々の事実にはウソは少ない。不都
合な事実を省いて論理がつくられているので，真実
とは異なるという意味である。「放射線に関する副
読本」への批判が，「ウソは書いてないが」と言わ
れるのは（例えば，根岸，2012），原発事故や内部
被曝に触れず，放射線の基礎やメリットだけを書い
ているからである。
ウソをつくもう1つの方法として，専門家間で
の議論と社会の合意形成のための議論を意図的に混
同するというものがある。「100ミリシーベルト以
下の低い放射線量と病気との関係については，明確
な証拠はない」は，医学や放射線科学分野の専門家
として正しい。しかし，労働衛生安全法の放射線管
理区域の基準を3ヶ月で1.3mSv，年間5.2mSvにし
たのも専門家であり，被曝量5mSvでガンになった
人を労災認定したのも司法まで含めた専門家である。
後者を省いて，前者を根拠に，本来社会的合意形成
が必要な避難指示解除準備区域などを制定するのは，
巧妙な混同でありすり替えである。
国民の安全安心環境を作ることが，憲法により責
務となっている政府，例えば文科省が，「放射線等
に関する副読本」の教員向けの指導書で，「100ミ
リシーベルト以下の低い放射線量と病気との関係に
ついては，明確な証拠はないことを理解させること」
とするのは憲法違反の疑いがある。
（4）抵抗勢力としての教員をどうするか
今回のアンケート調査や椚座・田上（2011）や
椚座・清河（2012）の研究は，刷り込まれた考え
を否定する作業が難しいのが大学生であることを示
した。理科教育論中II受講生は，教員をめざす大
学生の中でも地球温暖化，原発や放射能について理
解力があると考えられる理学部の学生が主体である。
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ゆえに，広報の論理がわかるだけに，福島原発事故
により否定された原発安全神話を使わなくても，他
のメリット・デメリット論で原発推進の論理を組み
立てられる。
このように現職の教員や教員予備群の学生は，多
くの市民よりも抵抗勢力になりやすい。次世代を育
てる教員が，利権もないのに強固な原発推進勢力に
なっていることに注意が必要である。戦後教育は，
子ども達を戦場に送り出した反省から始まったので
あるが，放射能という化学的に消えないものを地球
にまき散らすことに加担すべきではない。どこかで
この循環を断ち切らないと今後の日本はない。
Ⅵ まとめにかえて
今，福島原発事故関連で求められるのは，次の原
発震災を起こさないために早急に全原発を止め，放
射能汚染に対処して避難の権利を認め，放射性廃棄
物処理の方法を決めることである。
放射能は化学的な反応では消す事ができないので，
本来閉じ込めてごまかすしかないものである。しか
し福島原発事故によって放射性物質を広範囲に拡散
させている。さらに瓦礫焼却，除染，汚染食品の流
通などにより拡散を続けている。いづれ科学技術の
進展によって解決されるというのは幻想である。
ところが，2012年12月に実施した学生アンケー
トおよび衆議院議員総選挙の結果は，過去から学べ
ない日本人，日本株式会社の社畜，一億総白痴など
様々な日本人論を思い起こさせるものであった。上
記の求められることとのギャップは大きい。
小出・佐高（2012）は，原発問題について「い
のちを売らない思想」「二度と騙されない責任」を
論じている。今回の研究結果は，長年の政府や電力
会社の広報がいかに強力であったかを示すものであ
るが，現実の社会では知らなかった，騙されたでは
すまない。小出・佐高には，戦後すぐに亡くなった
映画監督伊丹万作の「戦争責任者の問題」が引用さ
れているが，日本社会を覆う原発再稼働容認論の構
造との酷似には恐ろしいものがある。われわれ全員
が当事者としての意識もって原発に対応していくべ
ことを示唆している。
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付録1 回答者別記述内容
所属 問1：あなたが教師として「放射線
副読本」を用いた授業を行うことに
なりました。これからの日本人を育
てるという観点から，どのような授
業を行いますか？
問2選択 問2：公約および地球環境，エネル
ギー環境，人々の健康面も考慮して
好ましい党を選んでください。その
理由も書いてください。
問5選択 問5：プリント10頁下の政党別政策
一覧表を見て，よいと思う政党を選
んでください。また重視した「原発
再稼働」などの項目名に○印，特に
重視したものに◎印をつけてくださ
い。政策そのものや前回の類似アン
ケートとの違いなどについての意見
やコメントがあれば書いてください。
問3：中学校理科第三学年「自然と
人間」では持続可能な社会づくりが
重視されています。この観点で，生
徒たちが公約を議論するために不足
している（教員が補う）情報にはど
のようなものがありますか。
学校教育
コース
インターネットなどで，現状と副読
本の違いを見つけ，日本人としてど
うするべきか話し合う。
自民 全てのエネルギーの可能性というこ
とは，全ての良い点・悪い点をもう
一度見直し，電力確保への一番適し
た方法を開発できると思うため。
未来 自民党が全部○だったり，みんなの
党が天皇制国軍を考えていたりする
のは知らなかった。どこも微妙だと
思った。もっと勉強して興味を向け
なければいけないと思った。
プレートなど地球形成についての知
識。
学校教育
コース
基準値が挙げられたことを含めて授
業をする。生徒も様々なメディアを
通して情報を得られる時代なので，
現実を教えて自己判断できるように
したい。
公明 原発ゼロにするためには，代わりに
なるエネルギーが必要なはずなので，
その部分が書かれている点がよいと
思った。
未来 世界で唯一の被ばく国として核兵器
を持つべきではない。原発をゼロに
するためには，それに替わるエネル
ギーが必要となり，これ以上国民へ
の負担を増やすべきではないので，
すぐに原発ゼロにすることは難しい
と思うから。
化石燃料がいつまで持つか。世界の
エネルギー情勢（何発電が多いかな
ど）
学校教育
コース
原子力発電を進めるべきか否かとい
う観点で，ディスカッションを行う
ことを最終のテーマとして，これに
向けて，批判的な観点から副読本を
用い，かつ経済的な話も含めて，学
生に知識を身につけさせていく。
自民 自民党が単独で過半数を確保するで
あろうし，エネルギー政策について
も，私は完全に原発禁止とは思って
いないので。もっとも，ストッパー
として，社民党などが少し伸びてほ
しいのですが・・・。
無回答 政党のマニュフェストが実現される
とはいえず，また，裏がないとはい
えないため，今の私の能力では判断
できない。
地球温暖化の長所，経済的なメリッ
ト・デメリット，教材の作成には，
立場の意図がからむこと。
学校教育
コース
副読本では放射線の利用が強調され
ているようなので，その危険性につ
いても触れるように意識して授業を
行う。広島や長崎の原爆被害を取り
上げたり，原発事故が起きた地域が
立ち入り禁止になっている事実を例
にあげる。その上で，原子力発電が
必要であることなどの利点も述べ，
将来，安全性を考えられる日本人に
なれるようにする。
自民 公約を読む限りにおいて，原子力に
依存しなくても良い状態になるまで
は，原発を考えもなく廃炉にしない
ようだから。他政党は，まず原発を
無くそうとしていて，原発が抜けた
分の不足エネルギーについて大して
考えていない。自然の力を用いた発
電を拡大していくことを期待して，
自民党を選ぶ。
自民 原発を稼働しないと，現在において
は電力供給が間に合わない。「原発
を無くせるものなら無くしたほうが
安全だ」と思うが，そればかりに捉
われるようではだめだ。代案もなし
に「ゼロだ」と言う政党は信用でき
ない。
化石燃料を用いた発電は有限である
が，原子力発電はウランを繰り返し
利用可能である。また，クリーンエ
ネルギーの太陽光や風力を用いた発
電に比べ，安定した電力が供給でき
る。しかし，放射線を利用するため，
危険性が伴う。原子力発電所を新し
く建設しようとしても，その地域の
住民からは反対される場合が多い。
環境社会
デザイン
コース
原発の危険性や放射線と病気の関係
について，原発の事故の例を挙げな
がら副読本にて隠そうとしている所
をしっかりと教える。
共産 原発が事故を起こすと環境，健康面
に大きな被害をもたらすので，それ
をすべて撤退するところ。また，た
だちにというところ。原発の拡散を
防ごうとしている。
共産 エネルギー資源は有限であるという
こと。現在，原発によって日本はど
の程度の電力を補っているかという
こと。
環境社会
デザイン
コース
子どもたちと一回副読本を読む。子
どもたちは地震が起こり，原発の安
全神話が崩れたことを知っているの
で，みんなで副読本の間違っている
と感じたところを探し，実際はどう
なのか調べる。
未来 原発の廃炉を10年以内と短いし，
完全廃炉・完全卒業すると明確にし
ている。これから，原発を安全だと
いう考えは，人々の中に浸透するこ
とはないと思う。他の党も似ている
ことを公約として挙げているが，こ
れにかける年月が長いし，その公約
のためにどうするかなどが明らかで
はないため。
未来 原発の仕組み，先進国・他国の原発
関係の情報，再生可能エネルギーに
ついて，代替エネルギーについて
環境社会
デザイン
コース
福島原発事故が起きたという事実と，
それによって多大の被害が出ている
ということを教える必要があると感
じる。放射線治療など放射線には便
利な面もあるが，それと同時に危険
性があることも教えなければならな
いと思う。
自民 今年の夏は原発によるエネルギーが
ない状態で，日本社会・経済は乗り
切ることができたが，あらゆること
を考えると，即原発ゼロは難しいと
考える。よって，様々なエネルギー
の可能性を考えながら，少しずつ原
発ゼロを目指していくのがよいと考
える。
未来 原発がなくても，電力は十分足りて
いるということなので，危険な原発
の再稼働はあり得ないと思う。また，
不景気なのに増税しても，よくはな
らないと考える。（世界的に見ても
過去に事例がほとんどない）。
日本というせまい国の中で，どんな
エネルギー発電が良いのかという考
え方。日本の環境。
環境社会
デザイン
コース
自らの放射線に関する知識を深めた
上で，授業時は「放射線副読本」に
書かれていること＋αの説明を加え
て，生徒たちにも実感させていきた
い。メインにするのは，本に書かれ
ていないであろう放射線の危険さで
あり，内部被爆や細胞が破壊される
メカニズムなどを具体的にテーマに
していく。
自民 日本はエネルギー源が少ないから，
その少ないエネルギー源の中でいか
に効率よく，かつ安全に使えるエネ
ルギーを探し出すことが必要になっ
てくる。人々の健康面も考えて脱原
発は必須のことであるが，その反面，
今のエネルギー事情を考慮すれば，
今は原発に頼るしかない。「目指す」
という点で，しっかり現実を見据え
ている。
公明 なかなか断定した記述が無いことか
ら，説得力はどうあれ，より現実を
直視していると思った。いくつかの
ほかの政党と違って，大きいことを
言ってアピールをしようとはしてい
ない。脱原発についても１年でも５
年でも10年でも早くゼロ」といっ
た点から，はっきりとした数字は示
さずに，とにかく早く実施しようと
する点がほかの政党と違うと思った。
確かに，他の政党の「30年以内に
ゼロ」「20××年までにゼロ」とい
う記述はどういった根拠からきてい
るのかが分からない。原発事故は国
内初であるはずである。
新エネルギーの問題となる事項（設
置条件など），自分で自ら調べて得
た情報（メディアや口コミで集めた
情報ばかりを使う）
環境社会
デザイン
コース
副読本を用いて，放射線量と病気と
の関係について，"明確な証拠はな
い"というのではなく，可能性を生
徒に理解させたいと思います。1m
SV/年が20mSV/年になった部分
でも，あなたならどれを信じ，これ
からどのようなことに気をつけて放
射線と向き合っていきたいかを考え
させたいと思いました。
自民 東日本大震災が起きて，原発の恐ろ
しさや原発のあり方を考えさせられ，
原発ゼロを願うように私もなりまし
た。しかし，原発停止による電力不
足はいなめないので，社会・経済活
動を最低限維持できるように，エネ
ルギーの可能性を見直し，開発して
いってほしいと思い，自民党を選び
ました。
大地 まず，私が重視したのは，憲法9条
改正である。原発を持つことは，武
器としてではないかもしれないが，
核を持つことには変わりありません。
この根底を容易に変えてしまうと，
日本は間違えば再び戦争になるかも
しれません。
原子力発電の仕組み・危険性を理解
するための放射能のことや半減期の
ことなどの情報。ロシアの天然ガス
の量，その量でどのくらい代替エネ
ルギーとして使えるのかという情報。
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
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環境社会
デザイン
コース
生徒全員に原発についてどう思うか
を聞き，病気との関係性を明確にし
た後に，原発をなくす必要があるこ
とを伝える授業をする。
大地 将来の子どもの健康も守るために原
発はなくすべきであるので，それが
公約に入っている。また，他の党は
原発をなくした際の電力エネルギー
はぼかしているものの，「大地」は
天然ガスを代替エネルギーとして明
記しているので好ましいといえる。
大地 やはり，天然ガスについて明記して
いるのは「新党大地」だけである。
ベクトル，シーベルトといった原発
を説明するためには必要な用語。ど
のように風によって放射線が広がる
か，といった予測図。
物理学科 放射線とは何であるかという観点か
ら授業を始める。放射線は危険だか
ら触れてはいけないといわれるが，
そもそも放射線が危険な理由，何を
放射線というか，BqやSvとは，放
射線と放射能を混合してしまうなど，
放射線そのものが理解できない人が
多数いるはずである。放射線は，危
険な反面，その性質が工業，医療の
面で不可欠であること。放射線を多
量に浴びたとき，水を持つ人体のD
NAを傷つけること，多量に浴びる
ことを防ぐにはどうすべきかなど，
放射線の基本を理解することから授
業する。
公明 現在から原子炉の完全廃炉・完全卒
業は厳しい。今まで使用電力の内，
多くを原子力発電に依存していた。
それゆえ，他の代替エネルギー，再
生可能エネルギーが原子力発電を補
えるまで原子力発電を稼働させざる
を得ない。電気料金を多少上げ，国
民がエコをして年々少しずつ代替エ
ネルギー，再生可能エネルギーに移
行していくべき。以上の側面と期間
の具体的で移行可能期間（40年と
長いが)が明示されているのは公明
党であるため。
国民 前回と政策は同じだが，○，×，△
で判断される具体的公約で選ぶ政党
が変わった。
持続可能な社会づくりをつくる為に，
より経済成長，産業成長が必要であ
る。そのためには，地球環境，人体
への健康面，安全面を最優先しては，
持続可能な社会は作れなくなる。地
球環境，人体への健康面，安全面へ
の危険性は，少なくとも伴わなけれ
ばならないこと。上記の例のように，
使用電力を維持していくには，代替
エネルギー，再生可能エネルギーを
開発していく必要があり，それの補
助として，原子力発電も必要である。
物理学科 とりあえず，福島原発事故について
のことを述べて，それらに関するこ
とについても授業を行う。また，と
りあえずであるが，100ミリシーベ
ルト以下の放射線量について，病気
になるような明確な証拠がないとい
うことも述べる。
自民 原発は日本の電力に大きく関与して
いるためゼロにするのは100％といっ
ていいほど難しい。もし，無理やり
ゼロにしてしまったら生活が大変に
なると思うので自民党にしました。
国民 消費税をふやして，もっといろいろ
なものに使ってほしい。
いろいろな体験談を述べる。
物理学科 3.11の地震で，原発から放射能がも
れ，今，日本では脱原発の声が広がっ
ているが，地震が起こるまでは，日
本は原子力発電に依存していた。こ
のことより，何事にも，メリット・
デメリットがあり，それに対して，
個人が意見を持つことができるよう
な授業を行いたい。
大地 東日本大震災で，原発が存在するこ
とのデメリットを日本の国民が知っ
た。そのため，政治家は「脱原発」
を強調しているが，今まで日本が依
存していた原発を唐突に排除してし
まっては，電力不足に陥ってしまう。
そこで，私は，今まで原発が発電し
ていた電気量を補える代替の発電方
法を確立してから，原発の数を減ら
すべきだと考えている。
大地 日本はTPPに参加するべきではな
い。TPPに参加すれば，日本国有
の文化・伝統を失いかねない。
持続可能な社会づくりのために，世
界的にどんな活動が行われ，どのよ
うな団体があるのか。
物理学科 真実を伝え，勘違いや誤解がないしっ
かりとした知識を身につけてもらえ
る様な授業。
自民 はっきり言って，今すぐに原発に頼
らなくなることは無理である。完全
になくなるのは無理であるが，依存
しないというのは実現可能だと思っ
たから。
欠席 原発のメリット・デメリット。原発
にどれだけ依存しているか。
物理学科 欠席 公明 やはり，再稼働は必要であるだろう。
これから，原発を占める割合を減ら
してほしい。
物理学科 まず，放射線が身近に存在している
ことを紹介する（宇宙線，食べ物な
ど）その後，自分たちが低線量被ば
くをしていて，その影響は「目に見
えない」ことを理解させる。高線量
になると，どう「目に見える」よう
になるか，話をつなげていく。最後
に，放射線とどう付き合っていくべ
きかを生徒たちに考えさせる。（答
えは1つでないことも伝える。
自民 「全てのエネルギーの可能性」につ
いて言及しているので。「脱原発」
だけでは生活の維持は難しいので，
代替エネルギーについても考える必
要がある。石油・ガスなどはいずれ
枯渇してしまうから，再生可能エネ
ルギーや「自給できる」エネルギー
源について考えていける公約になっ
ていると思った。
民主 憲法9条の改正は反対。消去法で民
主党。
エネルギーの種類（再生可能エネル
ギーとは？シェールガス，メタンハ
イドレードなども重要）
各エネルギー利用のメリット・デメ
リット（コスト面などは調べにくい
が・・・）
現在のエネルギー依存率，自給率
（今すぐ原発を止めても大丈夫か？
ということを考えるため）
エネルギー源生産量の変化（エネル
ギー源の枯渇について考えるため）
物理学科 変更点（なぜ変更されたのか），漠
然と原子力＝こわいとならないよう
な授業
自民 既存のエネルギー以外の可能性も視
野に入れているから。
国民 様々なエネルギーの効率，日本の資
源事情
物理学科 放射線とは何か，ということを軸に
授業を行う。定義や歴史から出発し，
今日の世界で放射線はどのように用
いられるか，日常の中でどれほどの
放射線が存在しているかを示した後
に，それらの例と対になる放射線の
危険性を示したい。総括として，放
射線として，放射線について正しい
知識を持つことが最も安全であると
いうことを示す。
自民 今日の日本のエネルギーは，原発に
依存している所があるとは否めない。
火力発電も苦しい立場に置かれてい
る今，年数を明確としたエネルギー
転換政策に現実性は乏しい。国民の
生活・産業・経済に影響を与えない
ように，エネルギー転換を行うこと
が必要だ。さらに，特定の発電方法
に依存する危険性が震災で明確になっ
た今，多くの発電方法を組み合わせ
ることも重要である。以上のことか
ら，自民党の公約が最も好ましいと
言える。
民主 外交，国防，安全保障の面では，自
民党が非常に強硬的で明確なスタン
スを取っていることは評価できる。
また，エネルギー政策については先
週示した通り。しかし，核武装，憲
法9条改正という日本のアンデンティ
ティを軽視している節は否めない。
全体を見ると，民主党か自民党とい
うのがベターではないか。
持続可能な社会づくりの基礎はエネ
ルギーである。今日の日本のエネル
ギー（発電方法）の比率や，現在研
究が進められているエネルギーにつ
いて明確な情報が必要だ。
物理学科 放射線が多いということで，どのよ
うな害があるのかなど，分かりやす
くまとめたプリントを配布し，それ
を基に体験談を話してみる。
自民 原発に頼るということはエネルギー
が足りていないということ。なので，
私はいろいろなエネルギーを掘り起
こすという自民党を選びました。そ
れには，環境を大切にするというこ
とが大原則なので，その点に力を入
れて政策を行なってもらいたいと思
いました。
自民 類似のアンケートと変わらないので
すが，やはり今一番社会に必要なの
は原発の力だと思います。
経験の中での自然の体験談。持続可
能ということは，主に太陽，風，地
熱，波の力を使うため。
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物理学科 副読本の内容を吟味し，教えるテー
マを取捨選択し，放射線利用の有効
性だけでなく，危険性や欠点なども
詳しく教える。そして，生徒たち自
身に放射線利用について改めて考え
直してもらう。
自民 即刻，脱原発というのはこのエネル
ギー社会では不可能なので，原子力
に代わる，原子力と同等以上のエネ
ルギー資源の開発が大事だと考える。
自民党以外の党は全て，即刻原発と
すぐに手放すという公約しか書かれ
ていないので，自民党を選んだ。
国民 当面維持しつつ，依存度を減らすと
いう考えが，自分の考えに一番合っ
ている。即刻原発ゼロというのはか
なり無理があるだろうし，最終的に
は安全面を考えてもゼロになってほ
しい。消費税の増税は，これからの
ことを考えても必要だと思う。ただ，
増税したところで，そのお金がちゃ
んと国民のために使われているのか
が心配である。
自然界のバランスを崩さない。全て
の生物（人間を含む）が安定して生
活できる。
物理学科 放射線が漏れてしまうことはあって
はならないことであるのに，今回の
原発事故においてそうなってしまっ
た。想定外であったようだけれども，
絶対安全であるということはないた
め，原子力の廃止すべきことを，も
し放射能に汚染された際に起こる内
部被ばくなどの怖さについて教える
べきだと思う。低い放射線量と病気
の間には，明確な証拠はないという
が，「明確な」としている時点で，
逆に危険がないわけではないのだか
ら，そのような事にも配慮する。
大地 代替エネルギーが天然ガスであると
環境に良いと考え，新党大地を選び
ました。
公明 すぐに原発廃止は無理であるので，
徐々に減らしていくべき考えに賛同
します。
そういった社会をつくることに重点
を置くことは，とても大切だけれど
も，それ以前の失敗を見直して改善
することに重点を置いたほうが，多
くの学びを得られるのではないでしょ
うか。
物理学科 欠席 国民 原発ゼロは難しいと思うが，減らす
べきである。
物理学科 放射線について生徒に授業すること
は大変難しいことだと思います。そ
の中でも，大切にしておきたいこと
は，正しい事を教えることです。正
しい知識をしっかり身に付けること
が，これから情報を選択する際，必
要になってくると思います。
自民 もっとも実現可能な気がしたからで
す。また，原子力発電をゼロにする
ことは大変難しいと思います。なの
で，時間をかけてでも新エネルギー
を確立でき，少しでも原子力発電に
依存する量を減らせることができる
と思います。また，自分は原発ゼロ
は今のままでは無理な気がします。
新しいエネルギーを確保することが，
やはり大切だと思います。
大地 エネルギーがどのぐらいで枯渇する
かということ。また，発電コストな
ど，経済面での日本の今置かれてい
る状況など。
物理学科 3.11の現状，起きてしまった惨事を
ありのままに伝えていくことが大切
であると私は思う。なので，子ども
達にも包み隠さず真実を取り扱う授
業を行いたいと考える。
維新 脱原発を訴えてはいるが，どちらか
というとルールを変え，体制を立て
直そうといっている。脱原発は，そ
う簡単に取り行えることではないと
思うし，何より一番現実的であると
感じたから。
自民 原発の力はやはり必要ではないだろ
うか。
過去に起きた政策などの成功と失敗
について。過去の取り組みを糧とし
て，今後生かしてことが大切であろ
う。生徒達の不足しているのは，そ
ういった今までの日本の知識である
と私は考える。
物理学科 原発事故の内容を交えながら，どれ
だけの放射線を浴びると，どのよう
な症状が現れるかを教え，放射線利
用の安全性だけでなく危険性も教え
る。
未来 今すぐに原発から撤退は難しいし，
民主党と日本未来の党以外は，いつ
原発がゼロになるのは分からない。
30年代と10年以内という期間なら1
0年以内のほうが早く実現されるよ
うに思う。
共産 現在までどれだけ原発に依存してい
たか。他の発電との比較。原発のメ
リット，デメリット。
物理学科 今回の事故で放射線に対して，間違っ
た認識をしてしまった子どもは多い
と思うので，安全性についてしっか
りと授業をする。しかし，副読本だ
けでは十分なものとは言えないので，
他にも資料を用意し，事故について
も正しい数値で触れながら，様々な
角度から正しい情報で授業を行う。
自民 原発から次のエネルギー源への変換
が示されており，一番はっきりとエ
ネルギーの確保について書かれてい
る。また，原発ゼロという言葉を使
わず，依存しないとなっているので，
現実性が最も高いものであると思っ
たから。
自民 原発だけでなく，広い目で見た総合
的な判断となるが，やはり原発のこ
とが大２きいと思う。
原発をただ廃止するのでは，日本に
必要なエネルギーを供給できなくなっ
てしまい，生活できなくなってしま
うので，少しずつ減らしていき，代
わりのエネルギーとしてどのような
ものを使うかということが大切になっ
てくること。
化学科 放射線の性質や利用例，影響など，
それぞれを公平に教えるべきだと思
う。知識のかたよりや誤った理解で
は，正しい選択ができないからであ
る。
自民 原子力の使用は，人々の健康に影響
を与えるため，原発の稼働停止が望
ましいが，原子力に依存しているた
め，その対応策も考えている点から。
自民 自民党の政策が現実的だと思う。 教科書にはのっていないし，自然と
人間の共存や環境問題などの情報を
提供する。また，公約を実現するた
めの対策や，その理由も考えるよう
に伝える。
化学科 放射線で病気になった人はあまりい
あないので，低い放射線量と病気と
の関係性がないことを，みんなが病
気になっていないという事実から納
得させる。
自民 原発をなくしたら経済が回らなくな
るので，現状を維持しつつ改善を目
指している自民党がよい。環境が改
善したが，みんなが貧困にあえぎ，
飢え死にしたら意味がない。
自民 地学の講義で学生の信条をアンケー
トと称して，問いただすのは大変問
題であると考える。地学の教育法と
TPP，憲法改正，消費税などはど
う関係しているのかが甚だ疑問であ
る。
生徒たちがこれから生きていく上で
一番大切なことは経済である，こと
を補う。持続可能でも石器時代に逆
戻りしたら大変になることを教える。
化学科 原発による被害や放射線による考え
られる最悪な被害を教えていく必要
があると思う。また，現在の原発の
状況なども伝えて，普段の生活では，
放射線をどれぐらい浴びることにな
るかを教える。
自民 今の状況で原子力発電を全て稼働停
止にすれば，電力が足りなくなって
かなりの節電を強いられてしまうと
思うので，代替エネルギーとして，
どのようなものがあるのか検討して
からの原発に依存しないような社会
になればいいと思ったから。
自民 脱原発は目指した方がいいと思うが，
それに代替するエネルギーの確保が
あるのは自民党だったのでそれを選
んだ。
原子力・火力・水力，その他の発電
方法についてそれぞれの仕組みなど
を説明する。具体的には，必要な原
料やそれぞれの発電によって排出さ
れるものなどを説明する必要がある
と思う。
化学科 1mSv/年から，20mSv/年に改正さ
れたとき，副読本を改訂しなかった
ので，副読本の内容と安全基準値を
合わせて，20mSv/年～100mSv/
年以下の放射線については，よく分
かってないと教える。しかし，技術
が進歩していくにつれ，今の数値に
も変化が生じるかもしれないという
ことも伝える。
自民 原発がなくなれば，今後の放射線に
ついての心配が大きく減る。また，
エネルギーの可能性を掘り起こして
いる時に，原発より良い新しいエネ
ルギーが発見できるかもしれないか
ら。
自民 身近な自然現象と学習した理科の内
容を関連付ける力が不足しているの
ではないだろうかと考える。
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
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化学科 副読本を利用しながらも，情報を鵜
呑みにするのではなく，自分で調べ
て考えることが大切であると伝える
授業。
大地 原発廃止を目指す政党がほとんどで
あるが，具体的な原発の代替策が明
示されておらず，現実性に欠ける。
抽象的な公約が多く，公明党は再生
可能エネルギーとあるが，内容が不
明確である。どの政党もいまいちだ
が，一番具体的な新党大地を選んだ。
自民 項目欄が少ないと思う。上の以外に
も重要な政党の違いがある。特に，
外交面は重視する必要があると思う。
日本の種類別エネルギー割合。資源
埋蔵量（世界的に）。原子力発電に
ついての資料。
化学科 これからの日本人には，放射線につ
いての知識を持つことも生きるため
には必要である。しかし，配布され
た「放射線副読本」については批判
が多く，記述が少ない点もある。こ
れを授業に取り入れる際，私は，こ
れを放射線の一般的な性質を生徒に
教えるために用いる。放射線による
事故にかかわる事故については，新
聞や他の本などを参考資料として用
い，生徒に放射線は安全かどうかと
いうことを両方の資料から考えさせ
る。
自民 確かに，人々の健康面や地球環境を
考えたとき，危険な放射線を出す恐
れのある原子力発電は廃止する必要
がある。しかし，我々のエネルギー
環境はほとんど電力が重要であり，
原子力発電もそれの重要な供給源で
ある。なので，原子力発電をすぐに
廃止するというのはいきすぎだと思
います。現在のエネルギー環境を維
持しつつ，人々の健康や地球環境を
守るには，全てのエネルギーの可能
性を考慮しながら電力を確保し，そ
の後で，原子力発電を減らしていき，
最終的にゼロにするのが現実的では
ないかと考える。
自民 原子力発電以外の発電量と現存の電
力比率。他国の電力比率と電力事情。
化学科 方針に従って授業はすべき。しかし
ながら，証拠がないからといって，
安全を証明できるとはかぎらないと
いうことを学ばせるべき。
無回答 個人の信条であるので，答えられま
せん。
無回答 個人の信条であるので答えられませ
ん。アンケートと称し，政治に関す
る問題を問うのは明らかに問題であ
る。
すべての情報を受け入れ，一つの観
点に固執しないという教育やそれに
関する情報。
化学科 これから日本は多分「脱原発」の国，
社会に変わっていくと考えられる。
原発は危険だということだ。そのた
め，放射線の安全性なんかより危険
性を強調して，副読本に書いていな
いことも含め，放射線の正しい知識
を生徒に教えていく。
自民 20年～30年で脱原発を完璧にし，
代わりのエネルギーを確保するのは
不可能だと思う。そのため，期間が
詳しく書かれていない自民党のマニュ
フェストが一番妥当だと思う。
維新 原発の危険性。代替エネルギーがど
のようなものがあるのか。
生物学科 「明確な証拠はない」といっても，
その放射線の危険性を教え，3.11の
こともきちんと教える。
自民 全てのエネルギーの可能性を考える
ことに同意。
大地 学級会のような国会中継を見ている
と，どこの政党でも変わらないんだ
ろうなというのが正直な気持ちです。
人体に影響を与える可能性のあるエ
ネルギー問題について，教科書等に
書かれる内容は，きれい事が多い。
生物学科 ニュースや情報番組で放送されるよ
うな，原発のことをただ批判するよ
うな偏った知識ではなく，その仕組
みや原理を話し，原発についての正
しい知識を身に付けてもらい，原発・
放射線について自分で考えられるよ
うになってもらえるような授業を行
えたらよいと思う。
自民 他の党は多くが，ただ原発をやめる
としか公約に書いておらず，原発の
代わりに何をエネルギーとして用い
ていくのか分からない。自民党も具
体的には示していないが，全てのエ
ネルギーの可能性を考えるというこ
とはよいと思う。社会・自然ともに
負担のかからないような体制を整え
てほしい。
未来 最近，北朝鮮がミサイル（衛星）を
飛ばしたが，各国から強く非難され
ている。それに対抗するためといっ
て日本の核を持ってしまっては，核
に対する規制の意味がなくなってし
まう。核武装は絶対してはいけない
と思うし，他国にもさせてはいけな
いと思う。
原発，放射線に対する正しい知識。
代わりとなるエネルギーにはどのよ
うなものがあるか。
現在，エネルギーをどれだけ原子力
に依存しているか。日本ではどのよ
うなエネルギーを用いることが可能
か。
生物学科 生徒には，3.11福島原発事故で起こっ
たことを正確に伝え，放射線の怖さ
をしっかりと伝える。また，放射線
に伴う，病気についても教えていく。
つまり，放射線の良い所だけを教え
るのではなく，欠点も教えてく。
公明 原発を完全になくすということは，
日本のエネルギーの多くを失うとい
うことになる。なので，今は，こう
いう事故があったから，しばらく停
止するのもいいと思う。しかし，毎
回毎回，事故が起きるわけではない
ので，なくすまではいいと思う。な
くすとなったときは，再生可能エネ
ルギーを使うところは，とても効率
が良いと思った。
みんな まず，自民党について，電力をとい
う言葉がある。この時点で，電力に
たよりきっている。電力は無限に存
在するわけではない。また，「全て
のエネルギーの可能性を掘り起こし」
という言葉でも，具体的な例も挙げ
られていないので，具体例を挙げる。
生物学科 欠席 自民 特にこの問題がこうだからこれ，と
いうのはないが，日本の政治なのだ
から，日本の為を思ってそれを行う
者にしてほしいと感じている。
生物学科 放射線の性質について詳しく説明す
る。記憶に残るように工夫する。
国民 具体的に廃炉し建設はしないと公約
しているから。
未来 断固とした意思表示をして，2022
年にゼロにするとしているため，他
の政党は甘い部分を感じたため。
今までの社会のどこが問題点だった
のか。どんな代替エネルギーが開発
され，その問題は何か。
生物学科 どんなことにもプラスの面とマイナ
ス面がある。放射線副読本には，プ
ラスの部分しか書かれていないのな
ら，それを使って放射線のプラスの
面を教え，マイナスの面については
他の資料を使って放射線の良い点と
悪い点を理解させたいと思う。この
とき，放射線を浴びる量と病気の関
係についても触れたい。
自民 原発に依存しないことを目指すとと
もに，その目標を達成するために伴
う問題の解決にも取り組もうとして
いると思うから。
未来 前回は自民党がよいと思ったけど，
原発のいろいろな側面を知って考え
直しました。
どうして原子力発電があるのかが分
からなければ議論ができないと思う。
原子力発電は火力発電とは違って，
CO2を出さないクリーンな発電法
で，化石燃料の枯渇問題とも関係が
ない。また，水力発電や風力，太陽
光発電よりも安全で大量のエネルギー
を得られる。しかし，福島やチェル
ノブイリの事故のように，事故が起
こってしまうと人や自然に大きな影
響を与えてしまう。こういった背景
を知らなければ，環境と開発の共存
を目指す持続可能な社会について議
論できないと思う。
生物学科 放射線，放射能のメリットだけじゃ
なくて，福島の事故のことを含めた
デメリットの部分もきちんと教える
べきだと思う。だけど，そのデメリッ
トを教えるときに正しいことを教え
ないと勘違いしてしまう生徒やうま
く理解できない生徒が出てくる恐れ
があるので，気を付ける。
公明 原発をすぐに停止，廃止するのは人々
の生活に必要な電気量に影響が出る
し，再生可能エネルギーを利用すれ
ば，化石燃料の減少も少しは抑えら
れるし，化石燃料を使うよりも地球
環境に優しいと思ったから。
大地 電力不足，地球温暖化の悪化，産業，
工業の発達，生態系の保全。
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生物学科 私がこの授業を行うときは，この
「放射線副読本」だけでは，実際に
あった原発の事故の大変さや悲惨さ
は伝わらないと思うから，自分で新
聞や情報を用意して授業をする。こ
れからの日本を支えていく子供たち
が，原発の問題に対して大丈夫なん
だ，あまり大したことはないんだと
思ってしまっては良くないと思うか
らだ。授業は，子供たちを安心させ
るためでもないと思うし，本当のこ
とを学ぶべきだと思う。
公明 本当にすぐに原発を完全になくすと
いうことは，やはり無理だと思う。
しかし，可能な限り，原発ゼロを目
指していけばいいと考える。公明党
は，そのようなことを言ってるし，
これから課題となってくる再生可能
エネルギーの拡大も目標にしている。
これも大切だと思うので，私は公明
党を選ぶ。
共産 発電においても私たちは，自然の力
をかりていることが多い。水力も火
力も地熱も全て自然と関係している。
まず，そのことの利点と欠点などを
教える。その他に，温度差熱利用や
雪氷熱利用，地中熱利用などが挙げ
られる。
生物学科 3.11の時に放射線について様々な情
報が流れた。その情報の中には全く
もって根拠のないようなうそや人々
の勘違いなどもあり，被災者の方々
はいろんな差別を受けた。そのよう
なことが起きないように，放射線に
ついての正しい知識を身に付けても
らう。
維新 脱原発を目指す点は，他の党も同じ
だが，すぐに原発を停止しても電力
の充分な確保が出来るという保証は
ないので，新しい規則（ルール）を
作り，電力の確保を行いながら，原
発をなくしていくのがいいと思うか
ら。
大地 憲法9条は，日本が起こした過ちを
繰り返さないために作られた法律な
ので，絶対になくすべきではないと
思う。
今の日本がどれぐらい原発に依存し
ているのか。原発を停止することで
不足している電力はどのぐらいある
のかなど，現在の日本の電力状況を
説明する情報。
生物学科 国の指針なので，一応その副読本に
従います。しかし，その本には書か
れていない放射線の危険性，被害な
どをきちんと伝えたいと思います。
それを含めた上で，みなの意見を聞
きたい。このことから原発について
賛成・反対かどうかもみんなで議論
したい。
自民 全ての党が原発に反対しているが，
自民党はエネルギー不足のことも考
えて，他の対策を挙げており，一番
具体的だと思ったから。
自民 前回は原発についてだけだったが，
今回はこのように原発以外の項目も
あったので，考える幅が広がりまし
た。
金・資源問題について。持続可能な
社会づくりをするためには，たくさ
んのお金がいるけど，そんなお金が
日本にあるのか。ただでさえ赤字な
のに。また，資源不足・環境破壊な
ど，裏の部分についての情報。
地球科学科 放射線を浴びたらどのような症状が
出るか。どれだけ，浴びたらどのよ
うに体に異常をきたすかを教える。
自民 新しいエネルギー源の確保は不可欠
になる時代であると思う。石油の枯
渇，原子力のリスクなどの視点から，
クリーンで再生可能なエネルギーの
発見が必要であると思うからだ。
民主 この福島での事故をふまえ，原発ま
たは核に関するすべてのものは所有
してはならないと強く思った。
持続可能な事業について，それが現
実的か，非現実的かを判別するよう
な情報。
地球科学科 まず，放射線に対する正しい知識を
知らなければ何も始まらないので，
そういった知識を伝える。しかし，
それだけではピンとこないと思うの
で，3.11を経験した人を呼んで，事
故やその後の状況についてお話しを
してもらう。授業も入れる。
自民 事故が起こった以上，原発に頼らな
いようにしなければいけないと思う
が，だからといって火力などに頼っ
てしまうと，地球環境に影響を与え
るので，環境に配慮したエネルギー
を中心に進めていきたいが，これを
今すぐにということになると，コス
ト面などに問題があるので使いにく
い。したがって，当分は原子力の割
合を減らしながらも使用し，新しい
エネルギーを見つけていく方向が一
番良いと考える。
国民 原発再稼働に関しては，環境面や他
のエネルギーのコスト面など考える
と，即時ゼロとは言えない。また，
TPPに関しては反対の立場のため，
そう考えて票をみると当てはまる党
がなかったため，◎印を重視して決
めた。
新聞などで新しい情報を伝える。環
境に優しいエネルギーにはどのよう
なものがあるか。
地球科学科 欠席 未来
地球科学科 放射線の人や環境への影響を教える
ことが大切だと思うので，証拠がな
くても可能性はあるということを伝
えたい。また，放射能が安全なのか
は，まだいまいち分かっていないの
で，この放射線副読本だけでなく，
いろんな情報を手に入れてから教え
たいが，全ての情報が正しいとは限
らないことも伝えたい。
自民 現在は，原発問題があったことによ
り，原発の危険性が大きいことが知
られているが，原子力発電がないと
日本では電力不足になったりする可
能性がある。また，エネルギーの可
能性はいろんな物質などから研究さ
れていて，これが発見されると新た
な電力の確保ができるので，それで
原発がなくなれば人々の健康面も，
環境も保護できる。
自民 脱原発をするにも代替エネルギーが
すぐに見つかるわけではないので，
原発再稼働はするべきではないかと
思うが，いずれは代わってほしい。
消費税増税をして，日本が立ち直る
ことができるならいいが，まだ不足
しているからと，次から次へと増税
するのはどうかと思う。
エネルギーを生み出すのに環境への
配慮があること。災害が及ぼす影響。
地球科学科 チェルノブイリの事故や福島の事故
などの実例を取り上げ，人体や環境
における被ばくを考える。普段から
わずかながら被爆していることを教
える（X線など）。高い放射線で被
爆してしまうと，どうなってしまう
のか（広島・長崎の例）。原子力と
は何か（エネルギーとしての原子力）。
国民 一番明確。新しいエネルギー資源を
見つけることは大切であるが，実現
可能になるまでは時間がかかる。日
本の原発は地震に対してはある程度
対応できると思うので，敦賀のよう
な活断層がある可能性があるもの以
外は稼働しても良いと思う。問題は
津波対策をどうするかであると思う。
民主 北朝鮮など周辺国の武力行為の心配
はあるが，核武装をゴールとした国
家にしてはならない。自民党主体と
なれば，国防軍という名ばかりの軍
隊を持ち，核で武装する。日本は原
発事故と2度の原爆を受けた国とし
て，こんなことはあってはならない
と思う。
化石燃料の有限性。環境との問題。
発電効率について。海外情勢（特に
日本では原油の高騰，また，輸入で
きなくなる可能性）
地球科学科 教師用の副読本に書かれている通り，
100mSv/年以下の放射線量と病気
との関係については，明確な証拠が
ないということは強調する。しかし，
3.11の事故について話をしないわけ
にはいかないと思うので，生徒の様
子を考慮しながら話すような授業を
行う。
自民 地球環境や，エネルギー環境を考慮
すると，全てのエネルギーの可能性
を掘り起しと書いているので良いと
思う。健康面を考えても原子力に依
存しない生活は大事だと思い，全て
の中で一番可能性を感じる党であっ
たから。
自民 前回の公約より，各党の内容が分か
りやすく，前回より判断材料が多く
てよかった。
持続可能エネルギーとは何か説明す
る必要があると思う。また，そのエ
ネルギーの環境面に与える影響など
についても説明をすべきであると思
う。
生物圏環
境科学科
100mSv以下なら病気との関係はな
いことを説明するだけでなく，放射
線が使われている所や，危険なとこ
ろ，両方から説明する。
自民 一つのことだけでなく，あらゆるこ
とに目を向けたことが書かれている
ので，一番柔軟な対応が出来るので
はないかと思った。
社民 知らないことが私たちは多すぎるの
だと思います。もっと，国民に様々
なことを，情報を伝えるべきだと思
います。
人間がどのくらい自然に影響を与え
ているのか。どのぐらい，自然を使っ
ているのか。
政府と電力会社による広報が脱原発意識形成に与える影響：
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生物圏環
境科学科
知識を持たずに，放射線について怖
いイメージを持っている生徒もいる
と思うので，とりあえず正しい知識
を持ってもらえるような授業をした
い。プラス面もマイナス面も過不足
なく教えられるように，放射線副読
本以外のものも使うと思う。
国民 とりあえず，安全か確認できないも
のはなくすべきだと思うから。即時
に廃炉すべき炉とそうでない炉があ
ると思う。代わりになるエネルギー
とその技術を見つけるまで，全ての
原発をすぐになくすことは無理だと
思う。
日本 どの項目も重要だと思った。ただ，
日本の安全問題において，今一番の
問題は原発問題だと思ったので，そ
こをより重視した。自然災害の多い
日本で，原発はリスクが高いし新設
しようという考えはありえないとも
思った。また，核武装もよくないと
思った。核技術で武装の道具を作っ
たところで，地震の多い日本で安全
に管理できるだろうか。そこを考え
たところ，みんなの党・新党大地・
国民新党・新党日本が残った。次に，
憲法9条改正についてみてみた。天
皇制国軍はいかがなものかと思った。
最終的に，新党大地・国民新党・新
党日本で迷った。TPP・消費税の
問題については，いい面・悪い面・
仕方がない面があると思う。3つの
中で「10年以内に原発廃炉」と具
体的に廃炉時期を示しているという
理由から新党日本を選んだ。表から
の情報だけで選んだ。表になってい
る分，選びやすいところもあったが，
細かな公約までは分かりにくいと思
う。マイナスな部分も分かりやすい
ような表にしたら，もっと良いと思
う。
エネルギー生産の効率。国と国の間
の関わり（国交がよいものかどうか）。
お金的な問題，地理的な問題。
生物圏環
境科学科
まず，放射線は宇宙から降り注ぐ，
地面から湧き出すなどして身近にあ
りふれていることを教える。これら
の放射線の影響は全く健康に害を及
ぼさないが，福島原発事故による放
射線漏れの影響は深刻であることを，
正直に教えなければならない。1m
Sv/年から20mSv/年に基準が引き
上げられたが，100mSv/年以下の
放射線と病気との関係に明確な証拠
はないため，20mSv/年の基準によ
り健康が守られていると，安心でき
る授業をする。基準値などを正しく
理解して必要以上に怖がってはいけ
ないことを教えたい。
自民 他の政党の公約は原発の廃止にばか
り重点が置かれていて，原発廃止後
のプランが提示されていない。現在，
日本の電力供給のおよそ40％を担っ
ている原発の代替はどうするつもり
だろうか。代替エネルギーでの発電
をするにしても，今の日本のままで
はきっとエネルギー不足などの問題
が生じるだろう。そのためには，経
済や社会構造の改革が必要であると
私は考えているので，原発廃止を唱
える前に，脱原発の土台を築こうと
する自民党の公約を選んだ。
欠席 原発で生じる放射線物質の処理の仕
方や，処理場不足の現状の情報。現
在の日本がどれぐらい原子力発電に
依存しているかの情報。他の発電方
法の建設コスト，発電効率などの，
本当に原発を廃止すべきか考えるた
めの情報。
生物圏環
境科学科
これからの日本人を育てるという観
点から考えると，やはり，福島原発
事故についても説明し，事故後，安
全基準値が1mSv/年から20mSv/
年に改正されたことも，内部被ばく
や晩発性障害などの放射能の危険性
も生徒たちにしっかり理解させるよ
うな議論をしたいと思う。
自民 福島原発事故が起こったからと言っ
て，すぐに全ての原子力発電を撤廃
してしまっては，充分なエネルギー
が確保できなくなってしまう。なの
で，全てのエネルギーの可能性を掘
り起し，原子力発電に代替できるエ
ネルギーを探し，それだけでも十分
エネルギーが確保できるようであれ
ば，将来的に原子力発電所を撤退し
ていけばよいと思う。それが，地球
環境，エネルギー環境，他の健康面
も考慮した上で一番好ましい政策だ
と思う。
大地 原子力発電に代替できるエネルギー
を推進し，脱原発を目指すという点
が良いと思った。まずは，原子力発
電をただちにやめるのではなく，代
替できるエネルギーを見つけ，そち
らにシフトし，将来的に脱原発を目
指すのが良いと思った。
持続可能な社会とは，どのようなも
のなのか。（資源やエネルギーの使
用や廃棄物を減らし，環境再生を最
優先する方向への社会経済の転換の
こと。
生物圏環
境科学科
原発の廃止に関しては個人に考えて
もらうとして，世の中の流れに流さ
れず，客観的視点で危険なこと，危
険と思われるが証明されていないも
の，安全だと思われるものなどに分
けてほしい。
自民 これからの対策と共に先見の目を持っ
た公約だと判断したため。
欠席 核武装は，原発とはまったく関係な
く，必要であるとは思えない。抑止
力にするにしても，核武装なしで力
を持っている国だってある。
自然と人間がどう関わっているのか
を体で体験していない子が多く，自
分の経験という情報が少ない。
生物圏環
境科学科
欠席 自民 原発はなくさなくてもいいと思う。
生物圏環
境科学科
漠然と放射線に対して怖い，有害と
いう知識しかもたないのはよくない
と思うため，放射線の利用について
教える。同時に放射線の身体への影
響も考える。（順番はこれが一番最
初の方がよいと思う）
国民 一番現実的と思うのは，国民新党の
案。だが，その後，どうするのかが
あいまい。どの公約は，具体的に乏
しく決め手に欠けている。
無回答 放射線の知識。国全体のエネルギー
利用量。新エネルギーの利点と問題
点，改善点。
生物圏環
境科学科
内部被ばくの事は別資料を用意する。
正しく理解して，放射線に向き合っ
てほしいから，メリット・デメリッ
トを伝える。人体被害の事も例を出
す。
維新 今すぐ原発をどうするより，未来に
原発が必要とされない社会が大事だ
と思う。
未来 原発に関して，考えようと思っても
様々な情報が出てて考えることをや
めたくなってしまう。せめて，戦争
を起こしたくない立場として，上記
２つを重視している党を選んだ。
原発事故前の電力の原発依存の割合。
日本の代替エネルギーの詳細。原発
の放射性廃棄物の存在。
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地球科学
科
とりあえず，現状のように訳の分か
らん論理で「放射能怖い」「原発ダ
メ」を公然と言い放つような人間を
育てず，第三者的視点を持って，冷
静に現状を見ることができる人間を
育てるような授業。
自民 民主党とか未来の党は，脱原発のみ。
そんな事はバカでもいえる。原発な
くした後のビジョンが全くない無能
の極みである。
自民 やはり，周囲が友好国なら，核武装
などは物触る話だが，周囲に何を考
えてるか分からない国がある以上，
再軍備は必要であり，地震などに見
舞われたら，国防軍と言えども機能
しなくなる可能性もあるので，抑止
力としての核も必要。私個人の意見
としては，原発を動かそうが動かさ
ないだろうがどっちでもいい。とり
あえず，経済を動かさないといけな
い。それに，どのみち原発を止めて，
冷温停止にしたところで，それで事
故らないとは言えないわけであるし，
立っているものは使わなければ（廃
炉までに確実に地震がくるだろうか
ら）。とりあえず，京都議定書を完
全否定して，火力発電所を立てまくっ
て経済活性化するのなら，どの党で
も良い。
公約は，実際に実現されなきゃ意味
ないので，各党の公約実現能力を教
える必要がある。
人間発達
非正規生
放射線の安全性を伝えるのではなく，
まず危険性について伝えたい。なぜ
なら，安全基準値が存在していたと
してもゼロが一番であるという事に
は変わりないからである。例えば，
原子力爆弾（広島）での放射線の被
害を例にして，いかに危険なものか
を伝えたい。危険なものであると意
識して行動する上では，害は一つも
ないからである。
自民 原子力ゼロを言うのは簡単であるが，
実際，40％近くの電力を原子力発
電でまかなっているにも関わらず，
原子力をなくそうというのは無理な
話である。ゆえに，その代替となる
エネルギーを見つける事が最も重要
である。
欠席 なぜ日本が原子力を使用する必要が
あったのか，原子力発電のメリット・
デメリットを伝える必要がある。今
まで，原子力を使用していたのは，
メリットが存在していたからである。
